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特別養護老人ホーム 
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令和元（２０１９）年５月２２日（水） 
北九州市保健福祉局介護保険課 

応募書類 様式集 



法　人　名
（設立準備会名）

（ふりがな）

代表者名 印

電話番号 FAX

備　考

所属・役職

（ふりがな）

氏　名

電話番号 FAX

E-mailアドレス

地　番

住　所

応募予定の施設

定　員

定員等

　○　内容は現在、予定されている範囲内で記入してください。

　　　　　　　　　〒803－8501　北九州市小倉北区城内1番1号　北九州市役所9階

併設予定の
施設・事業等

　　　◎提出先　北九州市保健福祉局介護保険課　施設サービス係

　　　　　　　　　電話　093-582-2771　　　FAX　093-582-5033

　○　応募締切までに担当者や連絡先等の内容に変更があれば、ご連絡をお願いします。

備　考

　　　　名

　  　広域型特別養護老人ホーム（全室個室・ユニット型）
　　　地域密着型特別養護老人ホーム（全室個室・ユニット型）

施設・事業等の種別

　◎　建設予定地の位置図を添付してください（およその敷地部分を明記したもの）。

申込意向確認書

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の公募（新設用）

令和元年（2019）7月22日（月）17時15分までに提出してください。

施
設
の
予
定

建設予定地

法人所在地
又は代表者住所

担
当
者

応
募
予
定
者

〒　　　－
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印

形　態

形　態

申込意向確認書

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の公募（本体施設の増設用）

令和元年（2019）7月22日（月）17時15分までに提出してください。

応
募
予
定
者

法　人　名

（ふりがな）

代表者名

法人所在地
〒　　　－

電話番号 FAX

担
当
者

所属・役職

（ふりがな）

氏　名

電話番号 FAX

E-mailアドレス

施
設
の
予
定

施設名

施設所在地
〒　　　－

電話番号 FAX

本
体
部
分

　　従来型 　　　ユニット型

床　数
多床室 従来型個室 ユニット型個室 合計

0床

既存の併設
施設・事業等

施設・事業等の種別 定員等

増
床
部
分

　　従来型 　　　ユニット型

床　数
多床室 従来型個室 ユニット型個室 合計

0床

併設予定の
施設・事業等

施設・事業等の種別 定員等

　　　　　　　　　電話　093-582-2771　　　FAX　093-582-5033
　　　　　　　　　〒803－8501　北九州市小倉北区城内1番1号　北九州市役所9階

備　考

　◎　本体施設の位置図を添付してください（およその敷地部分を明記したもの）。
　○　内容は現在、予定されている範囲内で記入してください。

　○　応募締切までに担当者や連絡先等の内容に変更があれば、ご連絡をお願いします。

　　　◎提出先　北九州市保健福祉局介護保険課　施設サービス係
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印

地番

住所

申込意向確認書

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の公募（サテライト型居住施設の増設用）

令和元年（2019）7月22日（月）17時15分までに提出してください。

応
募
予
定
者

法　人　名

（ふりがな）

代表者名

法人所在地
〒　　　－

電話番号 FAX

担
当
者

所属・役職

（ふりがな）

氏　名

電話番号 FAX

E-mailアドレス

施
設
の
予
定

本体施設の名称

本体施設の所在地
〒　　　－

電話番号 FAX

増床部分の
建設予定地

　　　２９床

　○　内容は現在、予定されている範囲内で記入してください。

増床形態 　　　ユニット型

増床数
（定員）

併設予定の
施設・事業等

施設・事業等の種別 定員等

　○　応募締切までに担当者や連絡先等の内容に変更があれば、ご連絡をお願いします。

　　　◎提出先　北九州市保健福祉局介護保険課　施設サービス係

　　　　　　　　　電話　093-582-2771　　　FAX　093-582-5033
　　　　　　　　　〒803－8501　北九州市小倉北区城内1番1号　北九州市役所9階

備　考

　◎　本体施設及び増床部分の建設予定地の位置図を添付してください（およその敷地部分を明記
　　したもの）。
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提出書類一覧表（この表も提出すること）

様式・内容など 提出 データ 頁
ﾁｪｯｸ
欄

1 提出書類一覧表・履歴書チェック表 ※提出書類をチェックして提出すること ◎ ● 4～8

2 特別養護老人ホーム公募申込書 （様式1） ◎ ● 9～10

3 社会福祉施設整備調書（新設用） （様式2） ○ ● 11～13

4 社会福祉施設整備調書（増床用） （様式3） ○ ● 14～17

5 既設社会福祉法人調書 （様式4） ◎ ● 18～21

6 既設社会福祉法人資産状況 （様式5） ◎ ● 22～23

7 運営方針等の提案について
（様式8）
 ※様式8-1の一覧も提出すること

◎ ● 32～36

8 施設長選任理由書
（様式9）
※施設長予定者
※資格証を添付すること

◎ 37

9 就任承諾書（施設長）
（様式10）
※施設長予定者
※原本証明を行うこと

◎ 38

10 履歴書
（様式12）
※施設長予定者、理事、監事、評議員

◎ 40

11 理事会議事録等

※今回の公募に応募することを議決した内容の
ものであること
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

◎ －

12 法人の定款 ※原本証明、袋とじ（割印）を行うこと ◎ －

13 法人の現況報告書（過去3年分） ※平成28年度～平成30年度の現況報告書 ◎ －

14 指導監査結果通知・是正改善状況報告書
※平成29年度～平成30年度の監査結果
※一部改善済みの場合は、H29.4.1時点の改
善状況（任意様式）を提出すること

○ －

15 第三者評価の結果・その後の取組み状況 ※「その後の取組状況」は任意様式 ○ －

16 提出書類一覧表・履歴書チェック表 ※提出書類をチェックして提出すること ◎ ● 4～8

17 特別養護老人ホーム公募申込書 （様式1） ◎ ● 9～10

18 社会福祉施設整備調書（新設用） （様式2） ○ ● 11～13

19 社会福祉施設整備調書（増床用） （様式3） ○ ● 14～17

20 新設社会福祉法人調書兼設立事前協議書
（様式6）
※役員報酬規程（案）を添付すること

◎ ● 24～27

21 法人等審査会事前協議書 （様式7） ◎ ● 28～31

22 運営方針等の提案について
（様式8）
 ※様式8-1の一覧も提出すること

◎ ● 32～36

23 施設長選任理由書
（様式9）
※施設長予定者
※資格証を添付すること

◎ 37

24 就任承諾書（施設長）
（様式11）
※施設長予定者
※原本証明を行うこと

◎ 39

25 履歴書（施設長）
（様式12）
※施設長予定者

◎ 40

【提出書類作成にあたっての注意事項】

※　提出書類は一覧表の順番に並べ、チェック欄で確認してからご提出ください。

※　提出欄の「◎」は必ず提出が必要なもの、「○」は該当する場合に提出が必要なものです。

※　データ欄に「●」があるものは、紙での提出と、CD-Rでのデータ（Word,Excel等）の提出が必要です。

計
画
概
要

法
人
概
要

計
画
概
要

※　様式が定められているものについては、必ず今回配布分の様式を使用してください。（過去の公募で配布

　　した様式等は使用しないでください）

※　必要に応じ、追加資料の提出を求めることがあります。

提出書類

■既存の社会福祉法人

■新たに法人を設立する場合
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提出書類一覧表（この表も提出すること）

様式・内容など 提出 データ 頁
ﾁｪｯｸ
欄

提出書類

26 就任承諾書（役員等）
（様式11）
※理事、監事、評議員
※原本証明を行うこと

◎ 39

27 履歴書（役員等）
（様式12）
※設立代表者、理事、監事、評議員

◎ 40

28 印鑑証明書　※市町村発行のもの
※原本
※設立代表者、理事、監事、評議員

◎ －

29 身分証明書　※市町村発行のもの
※原本
※設立代表者、理事、監事、評議員

◎ －

30 所得額証明書
※原本
※設立代表者
※平成30年分を提出すること

◎ －

31 設立発起人会議事録

※法人の設立に関することや、今回の公募に応
募することを議決した内容のものであること
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

◎ －

32 法人の定款(案) ※定款準則に沿って作成し、添付すること ◎ －

33 委任状（設立準備会の代表権委任）
（参考様式）
※概ね全役員分の委任状が必要
※原本証明を行うこと

◎ 41～43

34
介護保険法第７０条第２項各号等の規定
に該当しない旨の誓約書

（様式13）
 ※両面印刷とし、複数の場合は袋とじ（割印）を
すること
 ※ふりがな、施設長予定者の記載漏れ注意

◎ 44～45

35 暴力団排除に係る誓約書

（様式14）
 ※両面印刷とし、複数の場合は袋とじ（割印）を
すること
 ※ふりがな、施設長予定者の記載漏れ注意

◎ ● 46～47

36 資金計画内訳書 （様式15） ◎ ● 48～49

37 見積書（建築工事費）
（任意様式）
※設計事務所によるもの

◎ －

38 設備備品購入費の積算資料
（任意様式）
※見積書、または内容と金額がわかる資料及び
一覧表（消費税込み）

◎ －

39
その他工事費（造成費・設計管理料・事
務費等）の積算資料

（任意様式）
※造成費、設計管理料については見積書。事
務費等については、見積書または内容と金額
がわかる資料及び一覧表（消費税込み）

◎ －

40 借入金の根拠資料
※「借入金の根拠資料等について」を確認の
上、借入先に応じた根拠資料を提出すること

◎ 50

41 資金収支（見込）計算書（事業全体）
（様式16）
※併設分を含め、事業ごとに3年分を提出する
こと

◎ ● 51

42
資金収支（見込）事業別内訳書、人員配
置予定表　（本体事業）

（様式17）
※3年分を提出すること
※職員給与規程、嘱託医契約書を添付するこ
と（新設法人の場合は案を添付すること）

◎ ● 52～53

43
資金収支（見込）事業別内訳書、人員配
置予定表　（併設事業）

（様式18）
※事業ごとに3年分を提出すること

○ ● 54～55

44 居住費の算定資料
（任意様式）
※「居住費の設定について」を参照のうえ作成
すること

◎ 56

45 寄附予定者一覧 （様式19） ○ ● 57

46 贈与契約書（資金）
（参考様式）
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

○ 58

47 土地贈与契約書
（参考様式）
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

○ 59

■共通（既存法人・新設法人）

法
人
概
要

寄
附

資
金
収
支
計
画

誓
約
書
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提出書類一覧表（この表も提出すること）

様式・内容など 提出 データ 頁
ﾁｪｯｸ
欄

提出書類

48 資産申立書
（様式20）
※必要な資料も添付すること

○ ● 60

49 履歴書（寄附者）
（様式12）
※寄附者のみ
※役員等として添付していれば省略可

○ 40

50 印鑑証明書　※市町村発行のもの ※原本 ○ －

51 身分証明書　※市町村発行のもの ※原本 ○ －

52 所得額証明書
※原本
※平成30年分を提出すること

○ －

53 預貯金残高証明書
※現金寄附者のみ提出すること
※平成31年2月１日、令和元年5月1日時点

○ －

54 法人の定款（寄附行為） ※原本証明、袋とじ（割印）を行うこと ○ －

55 法人の印鑑証明書 ※原本 ○ －

56 法人の登記簿謄本（全部証明） ※原本 ○ －

57 社員総会等議事録
※寄附等を議決した内容のものであること
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

○ －

58 法人の決算書（直近２期分）
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

○ －

59 預貯金残高証明書
※現金寄附の場合のみ提出すること
※平成31年2月１日、令和元年5月1日時点

○ －

60 施設の建築について （様式21） ◎ ● 61

61 建設用地の状況
（様式22）
※必要な資料も添付すること

◎ ● 62

62 設置場所、敷地・周辺環境について （様式23） ◎ ● 63

63 土地登記簿謄本（全部証明） ※原本 ◎ －

64 土地等売買契約書（条件付契約書）

（参考様式）
※法人が土地等を売買する場合のみ提出する
こと
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

○ 64

65 土地賃貸借契約書（条件付契約書）

※法人が土地を賃借する場合のみ提出するこ
と
※原本証明を行うこと
※複数枚の場合は、袋とじ（割印）を行うこと

○ －

66 位置図

※A4縦、カラーとすること
※地図サイト等を使用して印刷し、建設予定地
を黒太線で囲むこと
※正本・副本ともカラーを提出すること

◎ －

67 カラー写真（敷地と周辺がわかるもの）

※4方向（4枚）程度
※A4台紙に2～4枚ずつ貼付（デジカメデータ
のレイアウト印刷が望ましい）
※正本・副本もカラーを提出すること
※提出データは提出書類と同じレイアウトとする
こと（ファイル形式はPDFも可）

◎ ● －

68 字図（建設用地の地番がわかるもの）
※原本
※建設用地全体が把握できるものであれば、
一つの字図でも可

◎ －

69 字図（隣接地権者名を記載したもの）

※原本
※全ての隣接地が把握できるものであれば、一
つの字図でも可
※必ず字図に直接地権者名を記載すること

◎ －

※法人が寄附する場合

※個人が寄附する場合

寄
附
者
（
個
人
）

建
設
用
地

■共通（既存法人・新設法人）

寄
附
者
（
法
人
）
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提出書類一覧表（この表も提出すること）

様式・内容など 提出 データ 頁
ﾁｪｯｸ
欄

提出書類

70 自治会・町内会等の区域図
※自治会・町内会等の範囲をマーカー等で示
した地図など

◎ －

71 地域住民等への説明状況一覧 （様式24-1） ◎ ● 65

72
地域住民等への説明経過
（隣接地権者・地域住民）

（様式24-2） ◎ ● 66

73
地域住民等への説明経過
（自治会・町内会等）

（様式24-3） ◎ ● 67

74 同意書（自治会・町内会等）
（参考様式）
※原本証明を行うこと

◎ 68

75 協力医療機関等一覧 （様式25） ◎ ● 69

76 協力病院内諾書
（参考様式）
※原本証明を行うこと

◎ 70

77 協力歯科医療機関内諾書
（参考様式）
※原本証明を行うこと

◎ 71

78 既存建物の活用について
（様式26）
※既存建物を活用する場合のみ提出すること

○ ● 72

79 建物登記簿謄本（全部証明）
※既存建物を活用する場合のみ提出すること
※原本

○ －

80
耐火基準を満たしていることが分かる資
料

※既存建物を活用する場合のみ提出すること
※建物検査済証の写しなど耐火基準を満たし
ていることが分かる資料
※原本証明を行うこと

○ －

81
耐震基準を満たしていることが分かる資
料

※既存建物を活用する場合のみ提出すること
※耐震診断結果や竣工時等に耐震基準を満た
していることが分かる資料など
※原本証明を行うこと

○ －

82
建築士等が建物を点検した結果が分かる
資料

※既存建物を活用する場合のみ提出すること
※建物の点検結果報告書など改修の必要性等
が分かる資料
※原本証明を行うこと

○ －

83 建物の現利用者への説明状況一覧
（様式27-1）
※既存建物を活用する場合で、現利用者がい
る場合のみ提出すること

○ ● 73

84 建物の現利用者への説明経過
（様式27-2）
※既存建物を活用する場合で、現利用者がい
る場合のみ提出すること

○ ● 74

85

建築設計図
　・敷地配置図
　・平面図
　・立面図
　・居室間取り図（平面詳細図）

※「建築設計図について」を参照の上、作成す
ること
※Ａ３版で作成すること
※カラー不可
※既存建物を活用する場合は、応募時点での
建物の敷地配置図、平面図、立面図も提出す
ること

◎ 75

86 工事工程表 （任意様式） ◎ －

■その他

87 申込意向確認書 ※提出期限　令和元（2019）年7月22日（月） ◎ 1～3

88 質問票 （別添） ○ 76

建
物

地
域
関
係
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履歴書チェック表（この表も提出すること）

設
立
代
表
者

理
事
・
監
事

評
議
員

施
設
長
予
定
者

寄
附
者
（
土
地
・
資
金
）

就
任
承
諾
書

履
歴
書

印
鑑
証
明

身
分
証
明

委
任
状
（
１
）

委
任
状
（
２
）

委
任
状
（
３
）

資
産
申
立
書

所
得
額
証
明
書

残
高
証
明

贈
与
契
約
書

土
地
贈
与
契
約
書

1 ※氏名を記載

2 北九　太郎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 北九　花子 ○ ○ ○

※必要書類の例

(新設法人の場合)

設立代表者 ○ ○ ○ ○ ○ ○

理事・監事 ○ ○ ○ ○ ○ ○

評議員 ○ ○ ○ ○ ○

施設長予定者 ○ ○ ○ ○

資金の寄附者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

土地の寄附者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（既存法人の場合）

理事・監事 ○ ○

評議員 ○ ○

施設長予定者 ○ ○ ○ ○

資金の寄附者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

土地の寄附者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※下記「添付書類」は、この表に記載した氏名の順番に並べて提出すること

№ 氏　名

役職など 添付書類

8



様式１－１

北九州市長　様

法 人 名　

所 在 地　

役 職 名　

代表者名　 印

　標記について、書類等を添付して提出いたします。

１　応募する事業等

２　担当者連絡先

TEL

FAX

令和　　年　　月　１日

※(No86)「工事工程表」と一致すること（各月末日までに竣工し、翌々月1日で開設）
　（ 令和3年2月末までに竣工し、令和3年4月1日までに開設）

施設種別

開設予定
地

　　年　　月　　日

特別養護老人ホーム公募申込書（新設用）

記

　　　広域型特別養護老人ホームの新設（全室個室・ユニット型）
　　　地域密着型特別養護老人ホームの新設（全室個室・ユニット型）

字図地番

住 所

施 設 名

開設予定日

（仮称）

　　　　区

※(No3)又は(No18)様式２－２、(No60)様式２１、(No61)様式２２、(No63)「土地登記簿謄本」と一致すること
※新設法人は、（No21）様式７－３とも一致すること

　　　　区

※住居表示を記載すること（地番ではないので注意）

担当者名

連絡先

住 所

〒　　　－

9



様式１－２

北九州市長　様

法 人 名　

所 在 地　

役 職 名　

代表者名　 印

　標記について、書類等を添付して提出いたします。

１　応募する事業等

２　担当者連絡先

TEL

FAX

本体施設の
所在地

　

（仮称）増床部分の
名称

※本体施設の増設による増床を、本体施設と同じ形態で行う場合は記入不要

担当者名

連絡先

住 所

〒　　　－

字図地番

住 所

本体施設の
名称

増床部分の
事業開始予定日

　

　　　　区

※(No4)又は(No19)様式３－２、(No60)様式２１、(No61)様式２２、(No63)「土地登記簿謄本」と一致すること

　　　　区

※住居表示を記載すること（地番ではないので注意）

令和　　年　　月　１日

※(No86)「工事工程表」と一致すること（各月末日までに竣工し、翌々月1日で開設）
　（ 令和3年2月末までに竣工し、令和3年4月1日までに開設）

施設種別

増床部分
の

開設予定
地

　　年　　月　　日

特別養護老人ホーム公募申込書（増床用）

記

　　　本体施設の増設
　　　サテライト型居住施設の増設

10



様式２－１

法 人 名

１ 施設の概要

区分 定員

本体施設 名

建物の種別

建築面積

全　体 0 ㎡

特養部分 0 ㎡

２ 立地環境

３ 施設の特徴

種　別

特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設）

　　　広域型　　　　　　地域密着型

周辺環境

延床面積
造

0 ㎡

建物の構造 階建

　　　　新築　　　　　　　　　既存建物

社会福祉施設整備調書（新設用）

（仮称）

併設事業等

（併設しない
場合は記載不

要）

施設名

※　併設事業等は、特別養護老人ホームと同時に整備し開設する事業であって、同一建物・同一敷地で事業を行う場合に記載する
　こと

交通の便
（例）
ＪＲ○○駅下車徒歩○○分。駐車場○○台整備予定　など

（例）
近隣に商店街や学校等があり、にぎやかな住宅街である
進入路が２方向以上確保されている　など、立地面での特徴

施設の特徴

※施設のハード面の特徴について簡潔に記入すること

（例）
低層建築、余裕のある敷地、基準以上の居住空間、日照・通風の良い設計　など、施設の特
徴、魅力

協力医療機
関と交通の

便

（例）
○○病院（病院住所）まで車で１５分
○○歯科医院（歯科医院住所）まで車で５分　など

11



様式２－２

４ 敷地の状況

登記面積(㎡) 地目
自己所有・寄

附・売買・賃借

0 ㎡

0 ㎡

５ 資金計画（全体）　※併設事業を含む （単位：千円）

福祉医療機構
市社協

民間金融機関
寄附金 繰越金等

施設整備費（１）
（建築工事費）

0 千円 0 千円

設備整備費（２）
（設備・備品購入費）

0 千円 0 千円

その他工事費（３）
（外溝・解体・造成・設計管理・

諸経費・事務費等）

0 千円 0 千円

施設建設の総事業費
(1)+(2)+(3)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

事業費に対する構成比 -- % -- % -- % -- % -- % -- %

※25%以上

土地購入費等（４） 0 千円 0 千円

運転資金（５） 0 千円 0 千円

総費用
(1)+(2)+(3)+(4)+(5)

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

※　記入する行が足りない場合は、「所在地（地番）」欄の１行目に「別紙のとおり」と記載し、「登記面積」欄の１行目に面積の合計

　を記載したうえで、別紙一覧を作成し添付すること（別紙のデータも提出すること）

所有者（登記上）所在地（地番）

事業費 自己資金の内訳
建設補助

金・その他
補助金等

※　（No36）様式１５を作成後、内容を転記すること⇒金額が、(No36）と一致していること

※　借入金の総費用は、様式２－３ 「（２）借入金の状況」の元金の合計と一致すること

自己資金

計

事業費の内訳

合　　計

借入金
（元金）

※　地番及び面積等は、(No60)様式２１、(No61)様式２２、(No63)「土地登記簿謄本」と一致すること

区分

12



様式２－３

６　資産及び借入金の状況

（１）事業開始当初の資産及び寄附予定者の状況（事業開始当初に１回だけ寄附）

現金預金等
（千円）

所得金額
（円）

H31.2.1時点 H30年分

土　地
（現物寄附）

施設建設の
総事業費

0 千円

運転資金 0 千円

土地購入費等 0 千円

寄附金合計 0 千円

（２）借入金の状況

①償還額及び財源

元　金 利　息 介護保険収入 居住費 寄附金 合　計

（　　　年償還）

（　　　年償還）
民間金融機関
（　　　　銀行）
（　　　年償還）

0 千円

②償還財源に関する寄附予定者の状況（毎年継続的に寄附する）

現金預金等
（千円）

所得金額
（円）

H31.2.1時点 H30年分

0 千円

③償還財源に充当する居住費

分割

0 千円

0 千円

※　新設法人の場合、元金や利息は（No21）様式７－２の金額とも一致すること

0 千円0 千円

職　業
寄附金額
（千円）

合　計

0 千円

0 千円

0 千円

0 千円
福祉医療機構

※　資産の種類、寄附予定者氏名（年齢）、職業、法人との関係、寄附金合計は、（No45）様式１９の内容と一致すること

0 千円

※　現金預金等、所得金額は、(No48)様式２０の内容と一致すること

借入先

資産の種類 職　業
面積(㎡)

金額(千円)

※　(No44)「居住費の算定資料」と一致すること

0 千円

0 円

月額（日額×30日） 日　額

0 円

法人との
関係

居住費の設定方法

左記の財源内訳　（千円）
（寄附金は②に内容を記入）

法人との
関係

北九州市社会福祉
協議会

寄附予定者
氏名（年齢）

※　新設法人の場合、寄附予定者氏名（年齢）職業、法人との関係、寄附金合計は、（No19）様式７－２の内容とも一致すること

合計

償還総額　（千円）

0 千円

償還金に充当する
居住費総額（千円）

一人あたり居住費（円）

※　寄附金額、寄附予定者氏名（年齢）、職業、法人との関係は、（No45）様式１９の内容と一致すること

※　現金預金等、所得金額は、(No46)様式２０の内容と一致すること

0 千円 0 千円

寄附予定者
氏名（年齢）

※　元金の合計は、様式２－２ 「５　資金計画（全体）」の借入金の総費用と一致すること

※　(No40)「借入金の根拠資料」の内容と一致すること

※　新設法人の場合、寄附金額、寄附予定者氏名（年齢）、職業、法人との関係、寄附金合計は、（No21）様式７－２の内容
  とも一致すること
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様式３－１

１ 施設の概要

従来型個室 ユニット型個室 合　　計

増床部分が
同じ形態

増床部分が
異なる形態

1施設の
増床後床数

建築面積

特養部分 0 ㎡

その他既存併設等 0 ㎡

合　計 0 ㎡

建築面積

特養部分 0 ㎡

増設その他併設等 0 ㎡

合　計 0 ㎡

建築面積

既存特養 0 ㎡

増設特養 0 ㎡

特養小計 0 ㎡

既存その他併設等 0 ㎡

増設その他併設等 0 ㎡

併設小計 0 ㎡

合　計 0 ㎡

合　計
①＋②

建
物
の
構
造

0 ㎡

0 ㎡

サテライト型居住施設の増設

増設部分②

法　人　名

社会福祉施設整備調書（増床用）

本体施設①

0 ㎡

造

施　　設　　名

階建

本体施設の増設

本体施設の床数

施設種別

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）
　　広域型　　　　　　地域密着型

多　床　室

増 床 数

施設・事業等の種別

階建
延床面積

増床形態別の
増床後床数

本体施設の増設

サテライト型居住施設の増設

延床面積

延床面積

増床部分に併設

造

増設部分の建物種別 　　  　新築　　　　　  　既存建物

施
設
の
床
数
（

定
員
）

※ 本体施設の増設による増床の場合、1施設の増床後の床数は100床を超えないこと

定員等

併設施設・事業等

既存

14



様式３－２

２ 立地環境

３ 施設の特徴

４ 敷地の状況

登記面積(㎡) 地目 所有者（登記上）
自己所有・寄

付・売買・賃借

0 ㎡

0 ㎡

敷地面積

面積が異な
る理由

※　増設部分の敷地について記載すること（既存部分を記載する必要はない）

※　地番及び面積等は、(No60)様式21・(No61)様式22・(No63)「土地登記簿謄本」と一致させること

（例）
○○病院（病院所在地）まで車で１５分○○歯科医院（歯科医院
所在地）まで車で５分　など

（例）
敷地の一部に急な法面があるため・・・で対策をとる予定近隣に
商店街や学校等があり、にぎやかな住宅街である進入路が２方向
以上確保されているなど、良い点や注意を要する点・対応策など

※サテライト型居住施設を増設する場合のみ、自動車で移動した
場合に要する時間を記入すること（例） 本体施設から自動車で１
５分　など

本体施設からの距離

施設の特徴

※施設のハード面の特徴について簡潔に記入すること

（例）
低層建築、余裕のある敷地、基準以上の居住空間、日照・通風の良い設計
など
施設の特徴、魅力

（再掲）
敷地面積が、上記「登記
面積」の合計と異なる場
合のみ、記入すること

（例） ○○町××番×については、一部（△△㎡）のみが敷地となるた
め

合　　計

交通の便

敷地や周辺環境
に関する特徴

（例）
ＪＲ○○駅下車徒歩○○分、駐車場○○台　など

協力医療機関
と交通の便

所在地（地番）
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様式３－３

５ 増床にかかる資金計画

計 福祉医療機構 市社協 民間金融機関 計 寄付金 繰越金等

--% --% --% --% --% --% --% --% --%

（単位：千円）

自己資金借入金

土地購入費等（４）

総費用
(1)+(2)+3)+(4)+(5)

区　　　分 事　業　費

施設整備費（１）
（建築工事費）

設備整備費（２）
（設備・備品等）

建設補助
金・その他
補助金等

運転資金（５）

事業費の内訳

※（No36）様式15「資金収支内訳書」を作成後、内容を転記すること　⇒　金額が、（No36）と一致していること

※　借入金の総費用は、様式3-4「（2）借入金の状況」の元金の額と一致すること

その他工事費（３）
（外構・解体・造成・設計管

理・諸経費・事務費等）

施設整備の総事業費
（１）＋（２）＋（３）

総事業費に対する構成比
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様式３－４

６　資産及び借入金の状況　※該当する場合のみ記入

（１）増床部分の事業開始当初の資産及び寄附予定者の状況（事業開始当初に１回だけ寄附）

課税所得額
（千円）

現金預金等
（千円）

H30年分 H31.2.1時点

土　地
（現物寄附）

施設建設の
総事業費

0 千円

運転資金 0 千円

土地購入費等 0 千円

寄附金合計 0 千円

（２）借入金の状況

①償還額及び財源

元　金 利　息 介護保険収入 居住費 寄附金 合　計

0 千円

（　　　年償還）

0 千円

（　　　年償還）
民間金融機関
（　　　　銀行） 0 千円

（　　　年償還）

0 千円

②償還財源に関する寄附予定者の状況（毎年継続的に寄附する）

課税所得額
（千円）

現金預金等
（千円）

H30年分 H31.2.1時点

0 千円

③償還財源に充当する居住費

分割

※　現金預金等、所得金額は、(No48)様式２０の内容と一致すること

北九州市社会福祉
協議会

0 千円

居住費の設定方法
償還金に充当する

居住費総額（千円）
（①の居住費合計と一致）

一人あたり居住費
（月額：円）

※　別途「償還計画」を提出すること

寄附金額
（千円）

寄附予定者
氏名（年齢）

職　業
法人との

関係

0 千円

0 千円

※　(No40)「借入金額の根拠資料」の内容と一致すること
※　「元金」の合計は、様式3-3　「5　増床にかかる資金計画」の「借入金」の「総費用」と一致すること

合　計 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

借入先
償還総額　（千円） 左記の財源内訳　（千円）

（寄附金は②、居住費は③に内容を記入）

合　計

福祉医療機構
0 千円

※　資産の種類、寄附予定者氏名（年齢）、職業、法人との関係、寄附金合計は、（No45）様式１９の内容と一致すること
※　新設法人の場合、寄附予定者氏名（年齢）職業、法人との関係、寄附金合計は、（No19）様式７－２の内容とも一致するこ
と

※ (No44)「居住費の算定資料」と一致すること

資産の種類
面積(㎡)

金額(千円)
寄附予定者

氏名（年齢）
職　業

法人との
関係
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様式４－１（既設法人） 

既設社会福祉法人調書 
１ 法人の概要等 

法 人 名  

事務所所在地  

法人認可年月日  

理
事
長 

氏 名 印 年

齢 歳 就 任 
年月日  

住 所  

職 業  

公 職  

新
事
業
の
内
容 

社会福祉

事業 
第一種 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 

第二種  

公益事業  

収益事業  

法
人
概
要
・
既
設
の
施
設
概
要 

職員数 （H31.2.1 現在） 正 規 （人） その他 （人） 合 計 （人） 

沿 革  

施設名 施設種別 定員 開設年月日 建設補助の有無 
     
     
     
     
     
     
     

今
回
応
募
の
動
機
・
趣
意 
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様式４－２（既設法人） 
２ 運営状況 

（１）指導監査 

市・県・国の指導監査を受けた事業名 
（平成 29～30 年度）過去 2 年 指導監査等の種類 指摘事項 

の有無 是正改善状況 

 書面・実地・その他 有・無 改善済・一部改善済・未改善 
    
    
    
    
    

※ ｢一般指導監査結果通知書｣、｢措置結果及び是正改善の状況報告書｣、一部改善済の場合は「平成 31 年 2 月 1 日時点の改

善状況」（任意様式）を、上記一覧の順に並べて提出すること ⇒（No14） 

 
（２）情報の公表制度実施の有無 

情報の公表制度を実施した事業名 
（平成 29～30 年度）過去 2 年 評価機関名 受けた時期 備考 

    
    
    
    

 
（３）第三者評価・外部評価の実施の有無 

第三者評価等を受けた事業名 
（平成 29～30 年度）過去 4 年 評価機関名 受けた時期 備考 

    
    
    
    

※ 過去 4 年間に第三者評価・外部評価を受けている場合は、その評価結果と受けた後の取組み内容を、上記一覧の順に並べ

て提出すること（受けた後の取組み内容は任意様式） ⇒(No15) 

 
（４）第三者評価の実施予定（必須要件） 

今後受ける予定の事業名 評価機関名 予定時期 備考 
特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)    

    
    
    

 
（５）社会福祉法人等による利用者負担の軽減措置 

社会福祉法人による利用者負担の軽減措置の実施状況 

（特養・短期入所・通所介護・訪問介護 等） 

（※該当箇所に■でチェック） 
□ ①全事業で実施している 
□ ②一部事業で実施している 
□ ③実施していない 
□ ④軽減対象の事業を運営していない 

○ 実施していない事業がある場合（上記②、③に該当する場合）、その理由 
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様式４－３（既設法人） 
３ 役員の状況（理事定数  名、監事定数  名） 

 

氏 名 
 

（年齢） 
住 所 

役員同士での親族

等の特殊関係人の

人数（あれば関係

を記載） 

職 業 
 

事業種類 
事業所名 
役職名 

該当に○ 他の社会福祉法人

役員への就任状況 

学
識
・
経
営
識
見 

地
域
福
祉 

施
設
長 

有
・
無 

法人名 
（役職名） 

人  

理事長１ 
（ ）  1 

※記載例 

理事２、同一

法人の上司 

Ａ社の代表取締役    無  

理事２ 
（ ）  1 理事１、同一

法人の部下 
Ａ社の社員    無  

理事３ 
（ ）    地域の民生委員  ○  無  

理事４ 
（ ）          

理事５ 
（ ）          

理事６ 
（ ）          

          

          

監事１ 
（ ）          

監事２ 
（ ）          

 
＜記入上の注意事項＞ 
・ 理事には社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係者を加えること。 

・ 学識・経営識見とは、「社会福祉事業について識見を有する者」で、①社会福祉に関する教育・研究を行う者、②社会福祉事業又は

社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者、③公認会計士・税理士・弁護士等、社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益な

専門知識を有する者をいう。 

・ 地域福祉とは、｢法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者｣で、①社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団

体の役職員、②民生委員・児童委員、③社会福祉に関するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体、親の会等の民間社会福祉団体の代表者等、④医師、保健師、

看護師等保健医療関係者、⑤自治会、町内会、婦人会及び商店会等の役員その他その者の参画により施設運営や在宅福祉事業の円滑

な遂行が期待できる者をいう。 
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様式４－４（既設法人） 
４ 評議員の状況（評議員定数  名）  

 

氏 名 
 

（年齢） 
住 所 

評議員同士での親

族等の特殊関係人

の人数（あれば関

係を記載） 

職 業 
 

事業種類 
事業所名 
役職名 

該当に○ 他の社会福祉法人

役員への就任状況 

学
識
・
経
営
識
見 

地
域
福
祉 

施
設
長 

有
・
無 

法人名 
（役職名） 

人  

１ 
（ ）          

２ 
（ ）          

３ 
（ ）          

４ 
（ ）          

５ 
（ ）          

６ 
（ ）          

７ 
（ ）          

８ 
（ ）          

９ 
（ ）          

10 
（ ）          

11 
（ ）          

12 
（ ）          

13 
（ ）          
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様式５－１

法　人　名

１　財政状況（資金収支計算書　過去3年間分） 　（単位：千円）

平成30年度 決算状況 平成29年度 決算状況 平成28年度 決算状況

収入計

支出計

収支差額

収入計

支出計

収支差額

収入計

支出計

収支差額

２　法人財産（財産目録・貸借対照表） （平成30年度末） 　（単位：千円）

事　　業 流動資産 基本財産
その他の
固定資産

（再掲）
運用財産

資産合計 負債合計 純資産

社会福祉事業 0 千円 0 千円 0 千円

公益事業 0 千円

収益事業 0 千円

法人財産 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円 0 千円

※　法人の財産目録、貸借対照表（最新分）の内容と一致すること ⇒(No13)

0 千円

0 千円

0 千円

0 千円 0 千円

0 千円 0 千円

既設社会福祉法人資産状況

0 千円 0 千円

0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

年　　　度

施設整備等
による収支

財務活動
による収支

当期資金収支差額合計

経常活動
による収支

前期末支払資金残高

当期末支払資金残高

※　法人の現況報告書（過去3年分）の内容と一致すること ⇒(No13)

※　当期末支払資金残高（太枠）の額は、(No36)様式１５－１「資金計画（全体）」の総費用の繰越金の額以上であること

　　 なお、資金計画については、平成31年度(令和元年度）中に既に高額の支出（不動産取得や設備投資など）があった場合や、
　今回の事業　以外に新規事業の計画がある場合は、その金額を勘案して繰越金を計上すること

※　社会福祉事業だけではなく、公益事業、収益事業を含めた法人全体の収支の合計額を計上すること
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様式５－２

３　負債内訳

（１）借入金の状況 　（単位：千円）

（２）借入金の内訳（平成30年度末） 　（単位：千円）

償還残額 残期間

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 年　

0 ヶ月

0 千円

※　借入金の合計は、下表「（２）借入金の内訳」の「償還残額」の合計と一致すること

13

12

20

19

8

7

6

5

10

4

11

3

2

当初借入額
償還状況

前年度償還額

1

№

0 千円

9

借入先 借入目的 借入年月日
前年度償還
財源内訳

年　　　度

平成30年度末

※　法人の財産目録、貸借対照表（最新分）の内容と一致すること ⇒(No13)

設備資金借入金 長期運営資金借入金 合　　　計

14

15

16

17

18

※　記入する行が足りない場合は、「借入先」欄の１行目に「別紙のとおり」と記載し、「償還残額」と「前年度償還額」欄の１行目
　に合計額を記載したうえで、別紙内訳を添付すること（別紙のデータも提出すること）

　 

※　「償還残額」の合計は、上表「（１）借入金の状況」の合計と一致すること

合　　計 0 千円
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様式６－１（新設法人） 

新設社会福祉法人調書兼設立事前協議書 
１ 法人設立の趣意等 

（フリガナ） 
法 人 名 

     
（仮称） 

事務所所在地  

設
立
代
表
者
（
理
事
長
予
定
者
） 

（フリガナ） 
氏   名 

   
   
              ㊞ 

年

齢 歳 役職名 
（予定）  

住   所  

主な職歴  

主な社会的活

動、福祉活動歴  

新
事
業
の
内
容 

 施設種別 施設の名称 定員等 

社会福祉事業 
第一種    

第二種    

公益事業    
 

法
人
の
経
営
理
念 

 

法
人
設
立
の
動
機
及
び
趣
意 
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様式６－２（新設法人） 

２ 第三者評価の実施予定（必須要件） 

 

今後受ける予定の事業名 評価機関名 予定時期 備考 
特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)    
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様式６－３（新設法人） 
３ 役員の状況（理事定数  名、監事定数  名） 

 

氏 名 
 

（年齢） 
住 所 

役員同士での親族

等の特殊関係人の

人数（あれば関係

を記載） 

職 業 
 

事業種類 
事業所名 
役職名 

該当に○ 他の社会福祉法人

役員への就任状況 

学
識
・
経
営
識
見 

地
域
福
祉 

施
設
長 

有
・
無 

法人名 
（役職名） 

人  

理事長１ 
（ ）  1 

※記載例 

理事２、同一

法人の上司 

Ａ社の代表取締役    無  

理事２ 
（ ）  1 理事１、同一

法人の部下 
Ａ社の社員    無  

理事３ 
（ ）    地域の民生委員  ○  無  

理事４ 
（ ）          

理事５ 
（ ）          

理事６ 
（ ）          

          

          

監事１ 
（ ）          

監事２ 
（ ）          

 
＜記入上の注意事項＞ 
 ・ 理事には社会福祉事業について学識経験を有する者又は地域の福祉関係者を加えること。 
 ・ 学識・経営識見とは、「社会福祉事業について識見を有する者」で、①社会福祉に関する教育・研究を行う者、②社会福祉事業又

は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者、③公認会計士・税理士・弁護士等、社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益

な専門知識を有する者をいう。 

 ・ 地域福祉とは、｢法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者｣で、①社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団

体の役職員、②民生委員・児童委員、③社会福祉に関するボランティア団体、親の会等の民間社会福祉団体の代表者等、④医師、保

健師、看護師等保健医療関係者、⑤自治会、町内会、婦人会及び商店会等の役員その他その者の参画により施設運営や在宅福祉事業

の円滑な遂行が期待できる者をいう。 

 ・ 役員報酬規程（案）を添付すること。なお、法人設立後の大幅な変更は認められないので注意すること。 
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様式６－４（新設法人） 
４ 評議員の状況（評議員定数  名） 

 

氏 名 
 

（年齢） 
住 所 

評議員同士での親

族等の特殊関係人

の人数（あれば関

係を記載） 

職 業 
 

事業種類 
事業所名 
役職名 

該当に○ 他の社会福祉法人

役員への就任状況 

学
識
・
経
営
識
見 

地
域
福
祉 

施
設
長 

有
・
無 

法人名 
（役職名） 

人  

１ 
（ ）          

２ 
（ ）          

３ 
（ ）          

４ 
（ ）          

５ 
（ ）          

６ 
（ ）          

７ 
（ ）          

８ 
（ ）          

９ 
（ ）          

10 
（ ）          

11 
（ ）          

12 
（ ）          

13 
（ ）          
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法人等審査会事前協議書 様式７－１

（1）資産の総額

資 産 区 分 種 類

　　㎡
千円

千円

千円

千円

千円

千円

その他 千円

(　固定資産　）

千円

千円

◎記入上の注意点

（２）施設建設費（設備整備費を含む）　資金計画

区　　　分 総事業費 計

(千円）

施設整備費
(千円） 0 0

設備整備費
(千円） 0 0

整備費計
0 0 0

構成比
（％）

建設費に占める
自己資金の割合

0

自己資金
(千円）

寄付金
(千円）

設　置　者　負　担　分

00

（独）福祉医療
機構借入金

(千円）

北九州市社協
借入金
(千円）

民間金融機関
借入金
(千円）

0

土　　地

備 考金 額 （ 評 価 額 ）
寄 付 予 定 者
（ 内 訳 ）

基 本 財 産

運 用 財 産
運　転　資　金

現　　金

計

0

合　　　　　　　計

計

　運用財産のうち、「運転資金」欄は、介護保険施設・事業の場合は、開設当初の介護報酬が３か月遅れになる
ため、３月分の運転資金を確保すること。他の施設・事業は、年間事業費の12分の１以上の運転資金を確保す
ること。

0

％

設備整備費

建設自己資金
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法人等審査会事前協議書 様式７－２

（３）　設立当初の資産及び建築資金に関する寄附予定者の状況（設立当初に１回だけ寄附する）

固定資産 前年の課税所 預金・株券

評価額 得又は利益 の額

(千円） (千円） (千円） (千円）

（４）借入金の状況

利息(千円） その他(千円）

利率（％） （　　　　　　　　）

合　　計
0 0 0 0 0 0

（５）借入金償還財源に関する寄附予定者の状況　（毎年継続的に寄附する）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（６）資金計画

(独）福祉医療
機構借入金

北九州市社協
借入金

民間金融機関
借入金

寄付金＋
自己資金

(千円） (千円） (千円） (千円）

基
本

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

北九州市
社協

民間金融
機関

0

0

職　　　業

年齢 職業 法人との関係
寄附総額

0

0

0

0

合　　　　　　計

0

0

0

土　　　　　　地

運
用
財
産

初度設備費
(初度調弁）

建　　設　　費

運　　営　　費

前 年 の 課 税
所 得 又 は 利 益

預金・株券の額寄 附 総 額

(千円）

（ 年 齢 ）

固定資産評価額

金　　　　　額

最 高 寄 附 年 額
法人との関係

内　　　　訳

0

寄 附 予 定 者 名

0

（独)福祉
医療機構

0

元　　　　金(千円） 合　　計(千円）

寄附予定者名

計(千円）
借入先

返　　　　済　　　　総　　　　額 償　　　　還　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

居住費(千円）寄附金(千円）
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法人等審査会事前協議書 様式７－３

（１）施設の整備内容等

所 在 地 （ 住 所 ）

取 付 道 路 の 有 無

排 水 路 の 状 況

構造 階数 延床面積 敷地面積 建築面積
階建 ㎡ ㎡ ㎡ １階

２階
３階 計 0
４階

最 終 学 歴
（ 専 攻 ）

（２）敷地の状況

所有区分 所在地 地目 面積（㎡） 所有者
法人との

関係
所有方法

抵当権設
定の有無

0

※　「所有方法」欄には次の記号を付し、備考欄には下表の「備考欄の記載内容」を記入してください。
所 有 区 分 記 号

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

そ の 他 キ

施　　設　　長

年 齢氏名

施設の構造等

施設の種別・
名称・定員

種 別

特別養護老人ホーム

現 職
施 設 長 資
格 の 有 無

建物の面積（㎡）

（利用）定員

法 人 と の 関 係

そ の 他

所 有 方 法 の 内 容

法人所有

法 人 所 有 地

買 収 予 定 地

借 地

合 計

法人が購入

賃貸借

備考

社 会 福祉活 動歴

名 称

借 地

買 収 予 定 地

法 人 所 有 地
理事長等からの法人への寄附

理事長等が購入した後、法人へ寄附

貸借期間・契約年月日

所有方法、購入・賃貸契約価格等具体的に記載する。

使用貸借

その他

用 地 未 取 得 の 場 合
今 後 の 手 続 予 定

施設建設
予定地

備 考 欄 の 記 載 内 容

所有年月日

寄附予定年月日

購入予定年月日、購入予定価格

購入予定年月日、購入予定価格、契約年月日、財源

年間借地料、賃借期間、契約年月日
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法人等審査会事前協議書 様式７－４

（３）施設の整備の際の条件等

鉄道 バス・ﾓﾉﾚｰﾙ 幹線名 公共施設名１ 公共施設名２ 公共施設名３
駅線名
距離 km km km km km Km
時間 10分（徒歩） 分（　　） 分（　　） 分（　　） 分（　　） 分（　　）
（施設までの交通経路）

建坪率 % 容積率

（　有　　・　　無　）

（　有　　・　　無　）

公法上の規制
　地すべり等防止法等の地域名 要　　・　　不要

要　　・　　不要

　建築基準法上の用途地域名

　都市計画区域名

施 設 の 特 色

区分

環境・交通事情

最寄りの

許可等の要不要

　農地転用許可手続きに

区 分 名 称 等

要　　・　　不要
　その他

備考

　　該当　　・　　非該当
要　　・　　不要

担当局課名

要　　・　　不要
要　　・　　不要　条例等で定める規制地区名

%

　　該当　　・　　非該当　埋蔵文化財の分布地に

要の場合　許可手続き等の状況

許可・協議
の名称

建設地に隣接する
地権者との協議
（隣接する全ての
地権者）

建設に関する承諾の有無

建設地の地域住民
との協議
（自治会長等との
協議・地域への説
明会の状況）

建設に関する承諾の有無

その他 特記 事項
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様式８－１ 

運営方針等の提案について 
 

○ 運営方針等について、説明会資料 20～22 ページの評価基準（審査の着眼点）を参

考に、別紙の様式で提出してください。 

○ 次の項目ごとに１枚以内で提案内容等の要旨を簡潔にまとめてください。 

○ 枚数制限（1枚）を超えた提案や過去の公募の様式等で応募した場合は、減点の対 

象となりますのでご注意ください。 

 ○ 説明会資料 14 ページ「（14）提案書の評価基準について」にもご留意ください。 

№ 項    目 様   式 記載内容 

1 法人の経営理念及び施設の基本方針 様式 8-2 施設の運営方針等について（１） ① 

2 地域福祉の核となる取組み 
様式 8-3 施設の運営方針等について（２） ①，②，③ 

3 安定した事業運営に向けた取組み 

4 
利用者一人ひとりへの質の高いサー

ビス提供 

様式 8-4 施設の運営方針等について（３） ①，②，③，④ 

5 認知症高齢者ケア 

6 人材の確保と定着 

7 職員の育成、職場環境 

8 利用者への情報提供、情報公開 

9 個人情報保護対策 

10 低所得者に対する配慮 様式 8-3 施設の運営方針等について（２） ①，②，③ 

11 利用者の尊厳の保持 
様式 8-4 施設の運営方針等について（３） ①，②，③，④ 

12 衛生管理等の対策 

13 苦情解決の仕組み 
様式 8-3 施設の運営方針等について（２） ①，②，③ 

14 虐待防止対策、身体拘束廃止 

15 事故防止対策及び事故発生時の対応 

様式 8-4 施設の運営方針等について（３） ①，②，③，④ 16 非常災害対策 

17 地域との連携 

18 医療と介護の連携 
様式 8-3 施設の運営方針等について（２） ①，②，③ 

19 地域包括ケアへの取組み 

20 施設面での特徴 様式 8-5 施設の運営方針等について（４） ①，② 

21 その他創意工夫や取組みの特徴 様式 8-4 施設の運営方針等について（３） ①，②，③，④ 

 
＜記載内容＞ 
① 基本的な考え方 

② 具体的な取組み 

③ 取組みを実現し継続するための課題と方策 

④ 設計上の配慮や設備・家具等ハード面の取組み 

 
 

※ この一覧表も合わせて提出すること 
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様式８－２ 
施設の運営方針等について（１） 

№  項目  

① 基本的な考え方 

 

※ 枚数制限は１枚 
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様式８－３ 
施設の運営方針等について（２） 

№  項目  

① 基本的な考え方 

 

② 具体的な取組み 

 

③ 取組みを実現し継続するための課題と方策 

 

 

※ ①～③それぞれの縦幅の変更は可。ただし、枚数制限は１枚 
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様式８－４ 
施設の運営方針等について（３） 

№  項目  

① 基本的な考え方 

 

② 具体的な取組み 

 

③ 取組みを実現し継続するための課題と方策 

 

④ 設計上の配慮や設備等ハード面の取組み 

 

※ ①～④それぞれの縦幅の変更は可。ただし、枚数制限は１枚 
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様式８－５ 
施設の運営方針等について（４） 

№  項目  

① 基本的な考え方 

 

② 具体的な取組み 

 

※ ①、②それぞれの縦幅の変更は可。ただし、枚数制限は１枚 
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様式９ 
施設長の資格を証する書類様式 
 

施設長選任理由書 

 
                       社会福祉法人 [○○会] 
 
                        設立代表者 [○ ○ ○ ○]    実印 
     年   月   日 
 

施設種別  特別養護老人ホーム 施設名 (仮称) 

施設開設 

予定年月日 
     年   月   日 

施設長就任 

予定者名 
 

生
年
月
日 

 年
齢 

歳   

最終学歴   卒・中退 

主な職歴 

（記入例） 

S56.4 月～S62. 5 月 (医)○○会 △△病院 看護師 

S62.6 月～H12. 5 月 (医)○○会 介護老人保健施設▽▽園 支援相談員 

H12.5 月～H14. 7 月 (株)◎◎◎◎ □□デイサービスセンター 

看護師（機能訓練指導員兼務） 

H14.7 月～H16.12 月 (福)●●会 特別養護老人ホーム○○苑 生活相談員 

H17.1 月～現在    (福)●●会 特別養護老人ホーム○○苑 施設長 

 

 

＊介護等の職歴については、法人名・事業所名・職種まで記入すること。 

施設長就任 

予定年月日 
     年   月   日 

施設長資格 

の区分 

  

 □社会福祉主事 

        □社会福祉法第１９条第１号該当 

        □        〃        第２号該当 

        □        〃        第３号該当 

        □        〃        第４号該当 

 

 □社会福祉事業経験        年 

 □施設長資格認定講習会終了又は終了見込み 

 □その他（                       ） 

 

 ＊資格を証する書類を添付すること 
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様式１０（既設法人施設長） 
 
 
 

就任承諾書 
 
 

 社会福祉法人○○会が、特別養護老人ホームの公募で選定された場合には、施設

長に就任することを承諾します。 

 
 
 
 

  年  月  日 

 
 

                  住 所 

                  氏 名                           実印 

 
 
 
 
 

社会福祉法人 ○○会 

 理事長 ○○ ○○ 様 
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様式１１（新設法人） [ □ 設立代表者 □ 理事 □ 監事 □ 評議員 □ 施設長 □ 寄附者 ] 
 
 
 

就任承諾書 
 
 

 社会福祉法人 [○○会] が設立された場合には、[理事・監事・施設長・評議員] 

に就任することを承諾します。 

 
 
 
 

  年  月  日 

 
 

                  住 所 

                  氏 名                           実印 

 
 
 
 
 

(仮称)社会福祉法人 [○○会] 

   設立代表者 [○○ ○○] 様 
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様式１２     [ □ 設立代表者 □ 理事 □ 監事 □ 評議員 □ 施設長 □ 寄附者 ] 
 

履 歴 書 
 

ﾌﾘｶﾞﾅ   

性
別 

男・女 

生
年
月
日 

明治・大正・昭和・平成 

 

    年  月  日生 

年
齢 

歳 
氏名 

     

現住所 

〒   － 

 

                     電話 

年月～年月 学歴・職歴 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

年月～年月 社会活動歴 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉・介護・医療に関する資格 

 

 

 

 

 

 

連 絡 先 電話 

 

以上のとおり相違ありません。 

 

     年   月   日 

 

                                     実印 
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委任状（参考様式１） 
※設立準備会で、一切の権限を「設立代表者」へ委任する場合の委任状 
 
 

 

                    委  任  状 
 
                  設立代表者 
                     住 所 
 
                     氏 名 
 
 
 上記の者を社会福祉法人 [○○会] の設立代表者として、設立に関し必要な権限の一切を委

任する。 
 
 
 

    年    月    日（注１） 
 
  （注２）     （注３） 

１ 設立者    住所           氏名           実印 
 
２ 設立者    住所           氏名           実印 
 
３ 設立者    住所           氏名           実印 
 
４ 設立者    住所           氏名           実印 
 
５ 設立者    住所           氏名           実印 
 
６ 設立者    住所           氏名           実印 
 
７ 設立者    住所           氏名           実印 

 
（作成上の注意） 
 ※ この様式は、連記式を例示しているが、設立者一人一枚ずつ作成しても構わない 

 ※ この様式は、設立代表者が寄附を行わない場合に使用し、設立代表者が土地や資金を寄附する場合は、

「一部の権限を委任する委任状」を使用すること（様式例２、様式例３） 

 

  （注１） 委任した日付は、設立準備会が交わす贈与契約等よりも前であること 

  （注２） 設立者は役員予定者（理事・監事）で構成することとし、全員の委任状を添付すること（委任される者は除く） 

       例えば、役員予定者が 8 人（理事 6、監事 2）の場合、1 人の代表者へ「7 人からの委任状」が必要である 

  （注３） 住所・氏名・実印は、印鑑登録証明を添付の上、その記載内容と一致すること 
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委任状（参考様式２） 
※設立準備会で、権限の一部を除いて「設立代表者」へ委任する場合の委任状（１） 
 
 

 

                    委  任  状 
 
                  設立代表者 
                     住 所 
 
                     氏 名 
 
 
 上記の者を社会福祉法人 [○○会] の設立代表者として、設立に関し必要な権限（ [設立代

表者名（氏名のみ）] の贈与契約に係る部分を除く。）の一切を委任する。 
  

 
    年    月    日（注１） 

 
  （注２）     （注３） 

１ 設立者    住所           氏名           実印 
 
２ 設立者    住所           氏名           実印 
 
３ 設立者    住所           氏名           実印 
 
４ 設立者    住所           氏名           実印 
 
５ 設立者    住所           氏名           実印 
 
６ 設立者    住所           氏名           実印 
 
７ 設立者    住所           氏名           実印 

 
（作成上の注意） 
 ※ この様式は、連記式を例示しているが、設立者一人一枚ずつ作成しても構わない 

 ※ この様式は、設立代表者が土地や資金の寄附を行う場合に使用し、この様式とは別に、設立代表者「代

理人」への委任状を添付すること（様式例３） 

 ※ この場合、設立代表者からの贈与契約は、設立代表者「代理人」が交わすことになる 
 
  （注１） 委任した日付は、設立準備会が交わす贈与契約等よりも前であること 

  （注２） 設立者は役員予定者（理事・監事）で構成することとし、全員の委任状を添付すること（委任される者は除く） 

       例えば、役員予定者が 8 人（理事 6、監事 2）の場合、1 人の代表者へ「7 人からの委任状」が必要である 

  （注３） 住所・氏名・実印は、印鑑登録証明を添付の上、その記載内容と一致すること 
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委任状（参考様式３） 
※設立準備会で、一部の権限を「設立代表者以外」に委任する場合の委任状（２） 
 
 

 

                    委  任  状 
 
                  設立代表者 代理人 
                     住 所 
 
                     氏 名  [設立代表者以外の者] 
 
                                     

 上記の者を社会福祉法人 [○○会] の設立代表者代理人として、社会福祉法人 [○○会] 
と [設立代表者名（氏名のみ）] との贈与契約に係る権限を委任する。 
 
 

    年    月    日（注１） 
 
  （注２）     （注３） 

１ 設立者    住所           氏名           実印 
 
２ 設立者    住所           氏名           実印 
 
３ 設立者    住所           氏名           実印 
 
４ 設立者    住所           氏名           実印 
 
５ 設立者    住所           氏名           実印 
 
６ 設立者    住所           氏名           実印 
 
７ 設立者    住所           氏名           実印 

 
（作成上の注意） 
 ※ この様式は、連記式を例示しているが、設立者一人一枚ずつ作成しても構わない 

 ※ この様式は、設立代表者が土地や資金の寄附を行う場合に使用し、この様式とは別に、「設立代表者」

への委任状を添付すること（様式例２） 

 ※ この場合、設立代表者からの贈与契約は、設立代表者「代理人」が交わすことになる 
 
  （注１） 委任した日付は、設立準備会が交わす贈与契約等よりも前であること 

  （注２） 設立者は役員予定者（理事・監事）で構成することとし、全員の委任状を添付すること（委任される者は除く） 

       例えば、役員予定者が 8 人（理事 6、監事 2）の場合、1 人の代表者へ「7 人からの委任状」が必要である 

  （注３） 住所・氏名・実印は、印鑑登録証明を添付の上、その記載内容と一致すること 
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　提出の際は、必ず裏面と合わせて両面コピーしてください。 様式１3 

介護保険法第７０条第２項各号等の規定に該当しない旨の誓約書

　　北 九 州 市 長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　称 印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所　サービス種別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所番号

　　申請者が、別記各号のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

　この文書での「介護保険法第７０条第２項各号等」とは、以下の条項を指します。

　　居宅サービス事業所：介護保険法第７０条第２項各号、介護予防サービス事業所：第１１５条の２第２項各号、居宅介

　護支援事業所：第７９条第２項各号、介護老人福祉施設：第８６条第２項各号、介護老人保健施設：第９４条第３項各号、

　介護医療院：第１０７条第３項各号、条地域密着型サービス事業所：第７８条の２第４項各号、地域密着型介護予防サー

　ビス事業所：第１１５条の１２第２項各号、介護予防支援事業所：第１１５条の２２第２項各号、介護療養型医療施設：

　健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を

　有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法第１０７条第３項各号

　　年　　月　　日
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（別記）該当していないことを確認する事項 （裏面）
(注)①　特に記載のない限り、条文は介護保険法のものです。但し、「旧法」とは、健康保険法等の一部を改正する法律
 （平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の
 規定による改正前の介護保険法をさします。

１　申請者が法人でない。
２　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第７４条第１項又は第１１５条の４第１項
　の厚生労働省令で定める基準及び同項の厚生労働省令で定める員数を満たしていない。
３－１　申請者が、第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って
　適正な居宅サービスの事業の運営をすることができないと認められる。
３－２　申請者が、第１１５条の４第２項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
　支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護
　予防サービス事業の運営をすることができないと認められる。
４　申請者又はその役員等が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな
　るまでの者である。
５　申請者又はその役員等が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの
　の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である。
５－２　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行
　を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
５－３　申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）の
　定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。
　以下「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納
　処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日
　以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負
　うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。
６－１　申請者が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日から起算
　して５年を経過しない者である。
６－２　申請者の役員等が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日
　から起算して５年を経過しない法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通
　知があった日前６０日以内に当該法人の役員等であった。
６－３　申請者の役員等が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日
　から起算して５年を経過しない法人でない病院等で、当該通知があった日前６０日以内に当該病院等の管理
　者であった。
６－４　申請者と密接な関係を有する者が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、
　その取消しの日から起算して５年を経過しない者である。
７－１　申請者が、第７７条第１項等の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定によ
　る通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７５条等の規定に
　よる事業の廃止の届出又は指定の辞退をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者である。
　ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある者を除く。
７－２　申請者が、第７６条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日までの間に第７５条等
　の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者
　である。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある者を除く。
８－１　前号に規定する期間内に第７５条等の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退があった場合にお
　いて、申請者の役員等が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人の役員等で、当該届出の日か
　ら起算して５年を経過しないものである。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由があ
　る法人を除く。
８－２　第７号に規定する期間内に第７５条等の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退があった場合に
　おいて、申請者の役員等が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人でない病院等の管理者であ
　った者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者である。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退
　について相当の理由がある法人を除く。
９　申請者又はその役員等が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし
　た者である。

②　「病院等」とは病院、診療所及び薬局を意味します。
③　２においては、「第７４条第１項又は第１１５条の４第１項」を、居宅介護支援事業所は、「第８１条第１項」に、介
　護老人福祉施設は、「第８８条第１項」に、介護老人保健施設は、「第９７条第１項及び第２項」に、介護医療院は、
　「第１１１条第１項及び第２項」に、介護療養型医療施設は「旧法第１１０条第１項」に、地域密着型サービスは「第

　「第１１５条の１４第２項又は第４項」と「地域密着型介護予防サービス」に、介護予防支援事業所（地域包括支援セン
　ター)は、「第１１５条の２４第２項」と「指定介護予防支援」に読み替えます。また、介護予防支援事業所（地域包括

　７８条の４第１項又は第１１５条の１４第１項」に、介護予防支援事業所（地域包括支援センター）は、「第１１５条の

④　３－１においては、「第７４条第２項」と「居宅サービスの事業」を、居宅介護支援事業所は、「第８１条第２項」と
　「居宅介護支援の事業」に、介護老人福祉施設は、「第８８条第２項」と「介護老人福祉施設」に、介護老人保健施設は、
　「第９７条第３項」と「介護老人保健施設」に、介護医療院は、「第１１１条第３項」と「介護医療院」に、介護療養型

⑨　個人開設の病院等で可能なサービスにおいて個人で指定を受ける場合、１はこの事項から除外します。また、６－２以
　降の「申請者の役員等」は、「申請者又はその役員等」と読み替えます。
⑩　９において、「居宅サービス等」とは、第２３条に規定されているとおりです。

⑦　６－１以降の「第７７条第１項等」とは、第７７条第１項、第７８条の１０第１項、第８４条第１項、第９２条第１項、
　第１０４条第１項、第１１４条の６第１項、旧法第１１４条第１項、第１１５条の９第１項、第１１５条の１９第１項、
　及び第１１５条の２９第１項を指します。
⑧　７以降の「第７５条等」とは、第７５条、第７８条の５、第７８条の８、第８２条、第９１条、第９９条、第１１３条、

　２４第１項」に読み替えます。

　４項」と「地域密着型サービスの事業」に読み替えます。

　旧法第１１３条、第１１５条の５、第１１５条の１５、及び、第１１５条の２５を指します。

　支援センター)は、「設備及び」を削除します。
⑥　介護予防サービス、地域密着型介護予防サービスのみ事業所及び介護予防支援事業所（地域包括支援センター）の場合
　は、３－１は除外します。また、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービスの指定を受けていない場合は、３－２
　は除外します。

　医療施設は「旧法第１１０条第２項」と「介護療養型医療施設」に、地域密着型サービスは「第７８条の４第２項又は第

⑤　３－２においては、「第１１５条の４第２項」と「介護予防サービス」を、地域密着型介護予防サービス事業所は、
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様式１４　

提出の際は、必ず裏面と合わせて両面コピーしてください。　　　　　　　　　　

暴力団排除に係る誓約書

年　　月　　日

　　　北 九 州 市 長

　所在地
申請者

（事業者）
　名　称 印

　代表者名

役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

元号
大正：Ｔ
昭和：Ｓ
平成：Ｈ

年

S 47

　４　指定（更新）、許可（更新）又は認可を受けた後に、申請者、申請者の役員又は事業所、施設の管理者若しくは施設
　　長が、上記１若しくは２の誓約に反する場合又は３のいずれかに該当する場合には、本指定（更新）に係る事業（施設
　　）の廃止の届出又は指定の辞退を行います。

　２　　外国人で日本名もある場合は、各々一列に入力すること。

【備考】　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を
　　　　有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有する
　　　　ものと認められる者を含む。）及び事業所を管理する者について記入してください。

　３　申請者、申請者の役員又は事業所、施設の管理者若しくは施設長が、次のいずれかに該当する場合には、本申請を取
　　り下げます。
　　(1) 福岡県暴力団排除条例（以下「県条例」といいます。）第２２条の規定に基づく勧告を受けた場合
　　(2) 県条例第２３条の規定に基づく事実の公表を受けた場合
　　(3) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者であった場合
　　(4) その他県条例に抵触した場合

　３　　アルファベット氏名はカタカナで入力すること。

※ 記入上の留意点
　１　　元号及び性別は、記号で記入すること。

　　申請者（事業者）は、下記のことを誓約します。
　　なお、本誓約書の内容について、北九州市長が福岡県警察本部に照会することを承諾します。

　１　申請者（事業者）は、北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（以下「介護サー
　　ビス等基準条例」といいます。）第１１条各号（介護サービス等基準条例第１６条、第１６条の５、第２１条、第２６
　　条、第２６条の６、第３０条、第３４条及び付則第７項において準用する場合を含みます。以下同じ。）、北九州市養
　　護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（以下「養護老人ホーム等基準条例」といい
　　ます。）第８条各号（養護老人ホーム等基準条例第１２条において準用する場合を含みます。以下同じ。）及び北九州
　　市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例第７条各号に該当する者ではありません。

性別
　男性：Ｍ
　女性：Ｆ月

事業所又は施設の名称

役職名等

サービスの種類

記

M4 4北九　太郎

　２　申請者、申請者の役員又は介護保険法上の指定（更新）若しくは許可（更新）の申請に係る事業所、施設の管理者若
　　しくは施設長は、次に掲げる者その他暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２の暴力団（以下「暴
　　力団」といいます。）又は同法第２条第６号の暴力団員（以下「暴力団員」といいます。）と密接な関係を有する者で
　　はありません。
    (1) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している者
　　(2) 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している者
　　(3) 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している者
　　(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している者

　５　３又は４の場合、貴市に対して異議を申し立てず、かつ、損害賠償を求めません。

【例】管理者

日

生年月日
氏名ｶﾅ
(半角ｶﾅ、姓と名は半角ス
ペースで分ける）

氏名
(姓と名は全角スペースで分け
る)

　ｷﾀｷｭｳ　ﾀﾛｳ
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役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

元号
大正：Ｔ
昭和：Ｓ
平成：Ｈ

年

　 【北九州市介護サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例】（抜粋）
第１１条　指定居宅サービス等事業者は、次の各号のいずれかに該当してはならない。
（１）　当該指定居宅サービス等事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員等）又は管理者が、暴力団員による不当な行為
　　　の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は
　　　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。
（２）　暴力団員等をその事業所（当該指定に係る事業所をいう。次号において同じ。）の業務に従事させ、又は当該業務の補助者として
　　　使用していること。
（３）　暴力団員等によりその事業所の運営について支配を受けていると認められること。
（４）　福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号。以下この条において「県条例」という。）第２３条第１項の規定により県条
　　　例第２２条の勧告(県条例第１５条第２項、第１７条の３、第１９条第２項又は第２０条第２項の規定に違反する行為に係るものに限
　　　る。）に従わなかった旨の公表をされた者で、当該公表をされた日から起算して２年を経過していないこと。
（５）　管理者又は役員等が前号に規定する公表をされ、当該公表をされた日から起算して２年を経過していない者であること。
（６）　県条例第２５条第１項第３号に該当することにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日
　　　から起算して５年を経過していないこと。
（７）　管理者又は役員等が県条例第２５条第１項第３号に該当することにより懲役又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は
　　　執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していない者であること。

 　【北九州市養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準等に関する条例】（抜粋）
第８条　養護老人ホームは、次の各号のいずれかに該当してはならない。
（１）　当該養護老人ホームを設置する法人の役員又は当該養護老人ホームの長（以下これらを「役員等」という。）が、暴力団員による
　　　不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と
　　　いう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。
（２）　暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用していること。
（３）　暴力団員等によりその運営について支配を受けていると認められること。
（４）　福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号。以下この条において「県条例」という。）第２３条第１項の規定により県条
　　　例第２２条の勧告(県条例第１５条第２項、第１７条の３、第１９条第２項又は第２０条第２項の規定に違反する行為に係るものに限
　　　る。）に従わなかった旨の公表をされた者で、当該公表をされた日から起算して２年を経過していないこと。
（５）　役員等が前号に規定する公表をされ、当該公表をされた日から起算して２年を経過していない者であること。
（６）　県条例第２５条第１項第３号に該当することにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日
　　　から起算して５年を経過していないこと。
（７）　役員等が県条例第２５条第１項第３号に該当することにより懲役又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
　　　ことがなくなった日から起算して５年を経過していない者であること。

　 【北九州市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例】（抜粋）
第７条　軽費老人ホームは、次の各号のいずれかに該当してはならない。
（１）　当該軽費老人ホームを設置する法人の役員又は当該軽費老人ホームの長（以下これらを「役員等」という。）が、暴力団員による
　　　不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」と
　　　いう。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この条においてこれらを「暴力団員等」という。）であること。
（２）～（７）　「北九州市養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設備及び運営の基準等に関する条例」第８条（２）～（７）と同じ。

日

生年月日

月

性別
　男性：Ｍ
　女性：Ｆ

役職名等
氏名ｶﾅ
(半角ｶﾅ、姓と名は半角ス
ペースで分ける）

氏名
(姓と名は全角スペースで分け
る)
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様式１５－１

■資金計画（全体）　※併設事業等を含む全体の総費用

　＊　様式１４－２以下（内訳）を入力すると自動計算されます （単位：千円）

(　　　)

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円 --%

（造成費）
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円 --%

（設計管理料）
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円 --%

（事務費等）
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円
0

千円 --%

--% --% --% --% --% --% --% --% --%

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円 --%

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円 --%

【参考】チェック項目抜粋

資金計画内訳書

○　造成費や土地購入費等は、本体事業（特別養護老人ホーム）の事業費として計上して構わない

○　借入金・・・(No40)「借入金の根拠資料」の元金とそれぞれ一致すること

　※　(No39)様式１５（1年目）の「年間事業費（経常支出計）の12分の3」
　　の額以上であること

◎　消費税（10％）を含んだ額を計上すること

＜記入上の注意事項＞
（全体について）

「運転資金」の「自己資金」

--%

0 千円

○　すべての併設事業等について、事業ごとの「事業費」に分けて計上すること（居宅介護支援事業等も含む）

○　建築工事費や設計管理料については、建物の面積按分や利用頻度などで、事業ごとに費用を分けて計上すること

○　土地購入費等(5)・・・(No63)「土地等売買契約書（条件付契約書）」の売買代金に消費税を含めた額と一致すること

○　施設整備費(1)・・・(No37)「見積書（建築工事費）」（設計事務所によるもの）と一致すること

○　設備整備費(2)・・・(No38)「設備備品購入費の積算資料」（見積書または内容と金額がわかる資料及び一覧表)と一致するこ
　　　　　　　　　　　　　　 と

○　その他工事費(3)・・・(No39)「その他工事費（造成費・設計管理料・事務費等）の積算資料」（造成費と設計管理料について
                    は見積書、事務費等については、見積書または内容と金額がわかる積算資料及び一覧表）と一致する
                    こと

「施設建設の総事業費」
のうち、「自己資金」の構成比

○　福祉医療機構から借入れする場合、様式１５－２の、「借入金」の「福祉医療機構」欄の「単独」「協調融資」の該当するものの
　□を■に変更すること

　※　25%以上であること

繰越金
民間金融

機関

北九州市
社会福祉
協議会

自己資金

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

福祉医療
機構
　　単独
　　協調
　　融資

その他の
補助金等

0
千円

0
千円

事業費 借入金
寄附金

0
千円

0
千円

0
千円

その他工事費(3)

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

(1)+(2)+(3)+(4)+(5)
総費用

土地購入費等(5)

運転資金(4)

事業費に対する構成比

(1)+(2)+(3)

施設建設の総事業費

0
千円

0
千円

設備整備費(2)

施設整備費(1)

（設備・備品購入費）

（建築工事費）

区分

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

資金
計画

(全体)
に対
する

構成比

--%

--%

--%

--%

0
千円

0
千円

○　寄附金・・・総費用は、(No45)様式１９「１　資金の寄付」の「事業開始当初の資産に関する寄附金」（太枠）の額と一致すること

○　その他の補助金等・・・他の併設事業等による補助金等については、今回の公募応募時点で既に当該補助金等の交付が確
　　　　　　　　　　　　　　　　　定している場合のみ、計上することができる（未確定の場合は計上できないので注意）

○　繰越金・・・(No6)様式５－１の「１　財政状況」の「当期末支払資金残高」 （太枠）の額以下であること（既存法人のみ）

　　　　　　　　　なお、今度中に既に高額の支出（不動産取得や設備投資など）があった場合や、今回の事業以外に新規事業の
　　　　　　　　　計画がある場合は、その金額を勘案して繰越金を計上すること

　　　　　　　　　　　　　　　　  また、補助金等を計上する場合は、その補助金等の交付が確定していることを証する根拠資料を添
                                     付するとともに、金額を一致させること

（内訳について）
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■資金計画（内訳） 様式１５－２

（単位：千円）

(　　　)

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

--%

（造成費）
0

千円
0

千円
0

千円
--%

（設計管理料）
0

千円
0

千円
0

千円
--%

（事務費等）
0

千円
0

千円
0

千円
--%

--% --% --% --% --% --% --% --% --%

0
千円

0
千円

0
千円

--%

0
千円

0
千円

0
千円

--%

（単位：千円）

(　　　)

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

--%

（造成費）
0

千円
0

千円
0

千円
--%

（設計管理料）
0

千円
0

千円
0

千円
--%

（事務費等）
0

千円
0

千円
0

千円
--%

--% --% --% --% --% --% --% --% --%

0
千円

0
千円

0
千円

--%

0
千円

0
千円

0
千円

--%

--%

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

--%

--%

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

--%

0
千円

0
千円

0
千円

自己資金

0
千円

0
千円

0
千円

その他工事費(3)

総費用

（設備・備品購入費）

0
千円(1)+(2)+(3)+(4)+(5)

土地購入費等(5)

施設建設の総事業費

(1)+(2)+(3)

事業費に対する構成比

運転資金(4)

設備整備費(2)

施設整備費(1) 0
千円

0
千円（建築工事費）

0
千円

運転資金(4)

土地購入費等(5)

総費用

北九州市
社会福祉
協議会

民間金融
機関

寄附金 繰越金

併設事業① 短期入所生活介護事業所など　※併設事業ごとに計上すること

--%
(1)+(2)+(3)+(4)+(5)

0
千円

0
千円

0
千円

福祉医療
機構
　　単独
　　協調
　　融資

区分 事業費 借入金

その他の
補助金等

資金
計画

(全体)
に対
する

構成比

0
千円

0
千円

--%

事業費に対する構成比

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

0
千円

施設建設の総事業費 0
千円

0
千円(1)+(2)+(3)

0
千円

その他工事費(3)

--%
（設備・備品購入費）

0
千円

設備整備費(2) 0
千円

--%
（建築工事費）

0
千円

施設整備費(1)

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）

区分 事業費 借入金

福祉医療
機構
　　単独
　　協調
　　融資

北九州市
社会福祉
協議会

民間金融
機関

自己資金

その他の
補助金等

資金
計画

(全体)
に対
する

構成比

寄附金 繰越金

本体事業
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借入金額の根拠資料等について 

 
■独立行政法人福祉医療機構 

 ○ 福祉医療機構からの借入を行う場合は、福祉医療機構と事前に協議を行い、借入の見込みについて目処

を立てておいてください。 
 ○ 応募にあたっては、福祉医療機構との協議記録（様式任意）をご提出ください。 
 ○ 償還計画については、福祉医療機構のホームページ上にある福祉貸付資金借入申込書類の機構借入金額

算出内訳、借入金償還計画表の写しを添付してください。 
   ※参考 
   独立行政法人福祉医療機構ホームページアドレス 

   https://www.wam.go.jp/hp/ (WAM > 福祉貸付事業 > 福祉貸付資金借入申込書類) 

 

 

 

■独立行政法人福祉医療機構の協調融資（民間金融機関） 

 ○ 「協調融資」による民間金融機関からの融資を受ける場合は、福祉医療機構や金融機関と事前に協議を

行い、協調融資の見込みについて目処を立てておいてください。 
 ○ 応募にあたっては、融資の確約書や覚書等があればその写しを添付してください。また、証明書等がな

い場合は、福祉医療機構や金融機関との協議記録（様式任意）をご提出ください。 
 ○ 償還計画については、金融機関が発行する「償還計画表の写し」及び「償還総額が記載された資料」を

添付してください。 
 
 

 

■北九州市社会福祉協議会（市社協） 

 ○ 市社協からの融資を受ける場合は、挙証資料のご提出は不要です。 
 ○ 市社協の借入を予定する場合は、市社協が発行する「償還計画表の写し」及び「償還総額が記載された

資料」を添付してください。 
 
 
 

■民間の金融機関 

 ○ 民間金融機関からの借入を行う場合は、当該金融機関と事前に協議を行い、借入の見込みについて目処 
を立てておいてください。 

○ 応募にあたっては、金融機関との協議記録（様式任意）をご提出ください。 
○ 償還計画については、金融機関が発行する「償還計画表の写し」及び「償還総額、利率、抵当権の設定

登記の有無が記載された資料」を添付してください。 
※ 根抵当権は認められません。 

○ 抵当権が設定される場合、事前に所轄庁（設立準備会の場合は、設立した場合の所轄庁）へ担保承認に

ついて相談し、承諾を得たことが分かる所轄庁との協議記録（様式任意）をご提出ください。 
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様式１６（１年目）

（単位：千円）

本体事業

介護保険料収入（10割） 0 千円

利用料収入 0 千円

寄附金収入 0 千円

その他の収入 0 千円

経常収入計　① 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

人件費支出 0 千円

事務費支出 0 千円

事業費支出 0 千円

借入金利息支出 0 千円

その他の支出 0 千円

経常支出計　② 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

※併設事業が上表では足りない場合に記入

介護保険料収入（10割）

利用料収入

寄附金収入

その他の収入

経常収入計　① 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

人件費支出

事務費支出

事業費支出

借入金利息支出

その他の支出

経常支出計　② 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

合計

収支差額 ③＝①－②

併設事業　（つづき）

経
常
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

特別養護
老人ホーム

資金収支（見込）計算書（事業全体）

併設事業

※　借入金利息支出の額は、(No40)「借入金の根拠資料」の還計画表の利息額（年間の合計額）と一致すること

※　1年目は開設日を起点とする12ヶ月（年度ではない）とし、2年目・3年目は4月～3月の12ヶ月（年度）とすること

※　この計算書での「本部経理」と「併設事業」については、今回新たに整備する事業のみとし、既存法人で既に運営している
  事業や、現在の本部経理は含まずに計上すること

事業開始後　１年目 令和○○年○○月　～　令和○○年○○月

＜記入上の注意事項＞
※　事業開始から3年間分を提出すること

※　各事業の金額は、事業別内訳書と一致すること ⇒(No42)様式１７－１、(No43)様式１8－１

収
入

収支差額 ③＝①－②

経
常
活
動
に
よ
る
収
支

本部経理勘定科目

勘定科目

支
出

年間事業費（経常支出計）の
１２分の３

※　この計算書は「社会福祉法人会計基準」を基に作成しており、勘定科目等は会計基準を参考にすること

支
出

※　(No33)資金計画内訳書の「運転資金」の「自己資金」の額以下で
　 あること
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様式１７－１（１年目）

0 名 利用者（見込）数 0 名

0.0%

年間合計(千円)

0 千円

居住費

食費

0 千円

0 千円

0 千円

職員の年間収入額 0 千円

法定福利費

0 千円

福利厚生費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

業務委託費

賃借料

0 千円

給食費

保健衛生費

消耗品費

0 千円

0 千円

0 千円

※　本体施設の増設による増床を、本体施設と同じ形態で行う場合は、本体施設を含む特別養護老人ホーム全体について記入すること
　　 それ以外の形態による増床の場合は、増床部分のみについて記入すること

資金収支（見込）事業別内訳書（本体事業）

＜記入上の注意事項＞

支
　
　
　
　
出

経常支出計　②

事業費支出

人件費支出

令和○○年○○月　～　令和○○年○○月

特別養護老人ホーム

積算根拠・内訳(必ず記入すること)

事務費支出

借入金利息支出

人員配置予定表のとおり

事業開始後　１年目

寄附金収入

その他の収入

事業名

定員数

稼働率

勘定科目

介護保険料収入（10割）

利用料収入

収
　
　
　
　
入

※　積算根拠・内訳について、欄が足りない場合や、詳しい積算根拠や内訳がある場合は、別紙（様式任意）で添付すること

※　この計算書は「社会福祉法人会計基準」を基に作成しており、勘定科目等は会計基準を参考にすること

収支差額 ③＝①－②

経
　
　
常
　
　
活
　
　
動
　
　
に
　
　
よ
　
　
る
　
　
収
　
　
支

その他の支出

経常収入計　①

※　1年目は開設日を起点とする12ヶ月（年度ではない）とし、2年目・3年目は4月～3月の12ヶ月（年度）とする

※　事業開始から3年間分を提出すること
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様式１７－２（１年目）

1人あたり
給与額等

1人あたり
賞与額等

備　　　考

常勤 非常勤

施設長 0人

医師 0人

生活相談員 0人
（例）
特養○○職との兼務者1名（0.5人
分）

看護師
（常勤）

0人

看護師
（非常勤）

0人

准看護師
（常勤）

0人

准看護師
（非常勤）

0人

介護職員
（常勤）

0人

介護職員
（非常勤）

0人

ユニットリーダー
（看護・介護職員）

ユニッ
ト毎に
１人

0人 0人 0人 ユニット型でない場合は記入不要。

機能訓練指導員 0人

介護支援専門員
（常勤）

0人

介護支援専門員
（非常勤）

0人

栄養士 0人

調理師 0人

事務員 0人

宿直員 0人

0人

0人

0人 0人 0人 0人 0人

※　本体施設の増設による増床を、本体施設と同じ形態で行う場合は、本体施設を含む特別養護老人ホーム全体について記入すること
　　 それ以外の形態による増床の場合は、増床部分のみについて記入すること

※　職員給与規程（新設法人の場合は案）を添付すること
　⑥　その他の兼務の者については、看護職員・介護職員以外の欄に記載すること

　　 なお、職員給与規程は、労働基準法やその他関係法令に合致したものとし、選定後の大幅な変更は認められないので注意すること
※　嘱託医との契約書（新設法人の場合は案）等、委嘱条件がわかるものを添付すること

　④　上記②、③以外の介護支援専門員と他の職務との兼務の者については、介護支援専門員の欄のみに記載すること
　⑤　上記②～④以外の機能訓練指導員と他の職務との兼務の者については、機能訓練指導員の欄のみに記載すること

※　看護職員、介護職員の人数は、ユニットリーダーを除いた数を記載すること
※　ユニット配置職員は、基準上の最低人数を満たすだけではなく、実際のシフト等を想定した現実的な人数とすること

※　同一事業内の兼務の者については、次のとおり人数・給与額・賞与額等を記載すること
　①　兼務割合ではなく、下記のいずれかの欄に1人分の人数及び1人あたりの額を記載すること
　②　施設長と他の職務との兼務の者については、施設長の欄のみに記載すること
　③　生活相談員と他の職務との兼務の者については、生活相談員の欄のみに記載すること

　　　　⇒（例）特養○○職との兼務1人（0.5人分）、訪問介護○○職との兼務1人（0.5人分）　など
※　他の事業との兼務職員については、それぞれ事業ごとに兼務割合の人数を記載し、給与額・賞与額は1人あたりの額を記載すること

利用者（見込）数

（一時的な手
当を含む）

　　 なお、人員配置の内容によっては「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」の提出を求める場合があるので留意すること

　　　　⇒（例）常勤兼務の場合、それぞれの事業の常勤の欄に0.5人　など

配置
予定
人数

※　兼務職員がいる場合は、備考欄に兼務先と兼務割合を必ず記載すること

※兼務の場合、兼務先・兼務割合
※その他補足説明

常勤
換算

＜記入上の注意事項＞

合　　　計

資金収支（見込）人員配置予定表（本体事業）
事業開始後　１年目 令和○○年○○月　～　令和○○年○○月

ユニッ
ト配置
職員

（夜勤手当
等、月々の手
当を含む。た
だし通勤手当

を除く）

事業名

1人あたり
職員の

年間収入額

定員数

特別養護老人ホーム

職員の
年間収入額

（合計）

0 名

基準
上の
必要
人数

職種名
常勤
換算

0名

内訳
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様式１８－１（１年目）

0 名 利用者（見込）数 0 名

年間合計(千円)

0 千円

居住費

食費

0 千円

0 千円

0 千円

職員の年間収入額 0 千円

法定福利費

0 千円

福利厚生費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

業務委託費

賃借料

0 千円

給食費

保健衛生費

消耗品費

0 千円

0 千円

0 千円

資金収支（見込）事業別内訳書（併設事業）

＜記入上の注意事項＞

支
　
　
　
　
出

積算根拠・内訳(必ず記入すること)

令和○○年○○月　～　令和○○年○○月

（例）短期入所生活介護　など　※併設事業ごとにそれぞれ作成すること

人員配置予定表のとおり

収支差額 ③＝①－②

借入金利息支出

経常収入計　①

事業開始後　１年目

寄附金収入

その他の収入

事業名

定員数

勘定科目

収
　
　
　
　
入

※　1年目は開設日を起点とする12ヶ月（年度ではない）とし、2年目・3年目は4月～3月の12ヶ月（年度）とする

※　併設事業ごとに、それぞれ事業開始から3年間分を提出すること

介護保険料収入（10割）

利用料収入

経
　
　
常
　
　
活
　
　
動
　
　
に
　
　
よ
　
　
る
　
　
収
　
　
支

その他の支出

経常支出計　②

事業費支出

人件費支出

事務費支出

※　積算根拠・内訳について、欄が足りない場合や、詳しい積算根拠や内訳がある場合は、別紙（様式任意）で添付すること

※　この計算書は「社会福祉法人会計基準」を基に作成しており、勘定科目等は会計基準を参考にすること
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様式１８－２（１年目）

1人あたり
給与額等

1人あたり
賞与額等

備　　　考

常勤 非常勤

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人

0人 0人 0人

　③　生活相談員と他の職務との兼務の者については、生活相談員の欄のみに記載すること
　④　上記②、③以外の介護支援専門員と他の職務との兼務の者については、介護支援専門員の欄のみに記載すること
　⑤　上記②～④以外の機能訓練指導員と他の職務との兼務の者については、機能訓練指導員の欄のみに記載すること
　⑥　その他の兼務の者については、看護職員・介護職員以外の欄に記載すること

　　　　⇒（例）常勤兼務の場合、それぞれの事業の常勤の欄に0.5人　など
※　同一事業内の兼務の者については、次のとおり人数・給与額・賞与額等を記載すること
　①　兼務割合ではなく、下記のいずれかの欄に1人分の人数及び1人あたりの額を記載すること
　②　施設長（又は管理者）と他の職務との兼務の者については、施設長（又は管理者）の欄のみに記載すること

＜記入上の注意事項＞
※　兼務職員がいる場合は、備考欄に兼務先と兼務割合を必ず記載すること
　　　　⇒（例）特養○○職との兼務1人（0.5人分）、訪問介護○○職との兼務1人（0.5人分）　など
※　他の事業との兼務職員については、それぞれ事業ごとに兼務割合の人数を記載し、給与額・賞与額は1人あたりの額を記載すること

合　　　計

常勤
換算

配置
予定
人数

内訳

資金収支（見込）人員配置予定表（併設事業）
事業開始後　１年目 令和○○年○○月　～　令和○○年○○月

常勤
換算

（夜勤手当
等、月々の手
当を含む。た
だし通勤手当

を除く）

事業名

利用者（見込）数

（一時的な手
当を含む）

※兼務の場合、兼務先・兼務割合
※その他補足説明

1人あたり
職員の

年間収入額

定員数

（例）短期入所生活介護　など　※併設事業ごとにそれぞれ作成すること

職員の
年間収入額

（合計）

0 名0 名

基準
上の
必要
人数

職種名
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居住費の算定資料について 

 
 

■ 居住費の設定について 
○ 居住費の額については、ガイドラインに沿って、建設費用等から算定した額の範囲内で、各施設

の方針で設定してください。 
 

○ 居住費の基準費用額の上限（ユニット型個室、多床室など居室環境により金額が異なる）を単に

設定するのではなく、建設費用や光熱水費等の見込みから根拠のある「居住費相当額」を算定し、

その範囲内で設定してください。 
 
 ○ 特に、公費（建設補助）が投入される場合、建設補助額を必ず勘案して算定することとし、建設

費用等から算定した「居住費相当額」よりも高い居住費を設定しないこと。 
 
 
 
 ◎ 利用者と施設の契約に関する「ガイドライン」 
 
  ■ 「居住費」の範囲 
   ○ 居住環境に応じて設定（室料＋光熱水費相当） 
 
  ■ 「居住費」の水準を決めるに当たっての勘案事項 
   ○ 施設の建設費用（修繕・維持費用等を含む。） 
   ○ 近隣の類似施設の家賃、光熱水費の平均的な水準など 
 
 
 
（居住費の算定イメージ） 
 

居住費 ＝ 建設費 ＋ 光熱水費 ＋ 修繕維持費 

 
 

■ 居住費の根拠資料について 
○ 入居者一人あたりの居住費（日額及び月額）について、任意様式で算定基礎や考え方を添付して

ください。 

○ 月額は、日額×30 日の金額を記載してください。 

 

 
（記載内容例） 

① 一人当たりの居住費（日額及び月額） 
② 建設費用の一人当たりの相当額 
③ 光熱水費について 
④ 修繕維持費について 
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様式１９

１　資金の寄附

番
号

寄附予定者名
年
齢

職業
法人との関係

（理事等）
寄附金額 （円） 寄附金内訳 （円）

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

0 千円

0 千円

２　土地等の寄附

番
号

寄附予定者名
年
齢

職業
法人との関係

（理事等）
寄附
種別

備　　　　　考
（抵当権等の有無）

1

2

3

　　 また、(No53)又は(No59)「預貯金残高証明書」(H31.2.1時点)の金額以下であること

※　土地等の寄附について、(No47)「土地贈与契約書」、(No57)「社員総会等議事録」(法人のみ)、(No63)「土地登記簿謄
　本」の内容と一致すること

※　寄附予定者が個人の場合、(No48)様式２０の内容と一致すること

※　「事業開始当初の資産に関する寄付金」（太枠）は、(No36)様式１５－１「資金計画（全体）」の寄附金の総費用と一致すること

＜記載上の注意事項＞

※　すべての寄附予定者を記載すること（法人からの寄附も含む）

※　寄附予定者は、(No1)履歴書チェック表の順番どおり記載すること

※　資金の寄附について、(No46)「贈与契約書(資金)」、(No57)「社員総会等議事録」(法人のみ)の内容と一致すること

合　　　　　計　　　　（千　円） 0 千円

事業開始当初の資産に
関する寄附金

償還財源に関する
寄附金

所在地（地番）

0円

施設建設資金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

施設建設資金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

8

7 0円

0円

施設建設資金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

施設建設資金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

0円

6

5

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

施設建設資金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金

3 0円

2 0円

施設建設資金

4 0円

施設建設資金

寄附予定者一覧

寄附金の目的

1 0円

施設建設資金

運転資金

土地購入資金

借入金償還金
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（参考様式）贈与契約書（例） 
 
※新設法人の例 
 
 

 
贈 与 契 約 書 

 
 
  [○○○○] （以下「甲」という。）と社会福祉法人 [○○会 設立代表者○○○○] （以下

「乙」という。）は、次のとおり贈与契約を締結した。 
 
 第１条 甲は、社会福祉法人 [○○会] の設立が認可されたときは、同法人の建築資金等とし

て、金○○○○万円を同法人に贈与することを約し、乙は、これを承諾した。 
 
 第２条 甲は、前条による贈与を同法人設立後１週間以内に行わなければならない。 
 
 第３条 社会福祉法人 [○○会] の設立の認可が得られないときは、この契約は無効とし、こ

れにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。 
 
 第４条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議の上決定するもの

とする。 
 
 上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ各１通を所持する。 
 
 
    年   月   日 
 
 
                         甲 住   所 
 
                             氏   名                                  実印 
 
 
                         乙 住   所 
 
                             設立代表者（または代理人） 
                              氏   名                               実印 

 

 
（注）１．代表者が贈与する場合は、職務代行者（設立代表者代理人）を選任すること 
      ２．必ず本人が署名の上、実印を捺印し、印鑑証明書(原本)を添付すること 
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（参考様式）土地の贈与（寄附）を受ける場合の契約書（例） 
 
※新設法人の例 
 

 
土 地 贈 与 契 約 書 

 
  [○○○○] （以下「甲」という。）と社会福祉法人 [○○会] 設立代表者 [○○○○] （以

下「乙」という。）は次のとおり贈与契約を締結した。 
 
 第１条 甲は、社会福祉法人 [○○会] の設立が認可されたときは、特別養護老人ホーム [○
○○] の建設用地として、以下の財産を、所有権以外の権利に関する事項の全てを抹消の上、同

法人に贈与することを約し、乙は、これを承諾した。 
 
  北九州市 [○○区○○○丁目○○番] 所在の土地 [○] 筆  ○○○○㎡ 
  
 第２条 甲は、前条による贈与を、同法人設立後１週間以内に行わなければならない。 
 
 第３条 社会福祉法人 [○○会] の設立の認可が得られないときは、この契約は無効とし、こ

れにより損害が生じた場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。 
 
 第４条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議の上決定するもの

とする。 
 
 上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印のうえ各１通を所持する。 
 
 
    年   月   日 
 
 
                         甲 住   所 
 
                             氏   名                                  実印 
 
 
                         乙 住   所 
 
                             設立代表者 
                              氏   名                               実印 

 
 
（注）１ 設立代表者が贈与する場合は、職務代行者（設立代表者代理人）を選任すること 
      ２ 必ず本人が署名の上、実印を捺印し、印鑑証明書(原本)を添付すること 
   ３ 土地の表記は、登記簿謄本のとおりに記入すること 
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様式２０

住　　所　　

氏　　名　　
実印

１　資産
（１）現金・預金等

残　高　（円）
H31.2.1 時点

1
2
3
4
5
6
7

0 円

（２）所得・収入（給与、年金、不動産所得等）
支　払　者　（会社名等）

所得金額 （円） 収入金額 （円）
1 給与
2 年金
3
4
5
6
7
8
9

0 円 0 円

（３）土地等

No 固定資産評価額 （円）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

0 円

２　負債

No 種　　類 金　額　（円） 備　　考

1
2
3
4

0 円
※　負債内容を挙証する資料を添付すること

合　　　　　計

合　　　　　計

合　　　　　計

内　　　　　容

※　（No62）「土地登記簿謄本」の内容と一致すること
※　寄附予定の土地はすべて記載すること

記

No 内　容　（ 銀行名 ・ 口座 等 ）名　　義　　等

資　産　申　立　書

　社会福祉法人　[○○会]　へ資金等の寄附を行うにあたり、その財源となる私の資産は下記のとおりで
あることを申し立てます。

※　残高は、(No53)「預貯金残高証明書」（H31.2.1時点）の内容と一致すること

No 所得の種類

所　　在　　地 抵当権者等

平成29年分

合　　　計
※　(No30)又は(No52)「所得額証明書」の内容と一致すること
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様式２１ 
 
 

施設の建築について 
 
 

 施設の建築にあたっては、関係法令を遵守した上で、下記の建築予定地に建築が可能で

あることを申立てます。 

 

記 
 

№ 所  在  地 （地 番） 備  考 

1   

2   

3   

4   

5   

6   

7   

8   

9   

10   

11   
 ※ 所在地（地番）等、(No3)又は(No4)、(No18)様式２－２又は(No19)様式３－２、(No61)様式２２、(No63)「土地 

登記簿謄本」と一致すること 
 
 
     年   月   日 
 
          住 所   
 
          氏 名  社会福祉法人 [○○会]  
 
               設立代表者                      実印 
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様式２２ 

建 設 用 地 の 状 況 

（  年  月  日現在） 

土

地

状

況 

所在地（地番） 

 

(No3)又は(No18)様式２－２、(No4)又は(No19)様式３－２、(No60)様式２１、(No63)「土地登記簿

謄本」と一致すること 

複数の地番がある場合は、状況が同じであれば一枚にまとめて記載すること 

地目・地積 
登記地目  登記面積 ㎡ 

現況地目  実測面積 ㎡ 

道路等の状況 

道 路 公道 ・ 私道 下水道 有 ・ 無 

幅 員 ｍ 上水道 有 ・ 無 

ガ ス  都市ガス ・ プロパンガス 

土地所有権利形態 
１ 自己所有 ２ 今後取得予定（予定年月日：  年  月） 

３ 借地（予定含む）（契約期間：   年  月～   年  月[  年間]） 

都

市

計

画

法

等

の

区

分 

都市計画区域 

・市街化区域  ・市街化調整区域 

用途地域： 

相談日           担当者 

容積率／建ぺい率 容積率    ％  ／  建ぺい率    ％ 

高度地区 ・1種 15ｍ ・2種 15ｍ ・1種 20m ・2種 20ｍ ・なし 

防火地域 ・防火地域  ・準防火地域  ・なし 

地すべり防止区域

等危険区域の指定 
有・無 

区域の名称 

指定年月日 

その他都市計画、決

定事項 
有・無 

・地区計画・都計道路・都計公園・宅造規制区域・緑地保全地区 

・風致地区・国定公園・農用地区域・その他（        ） 

内容 

相談日           担当者 

用

地

の

状

況 

抵当権等の権利の

設定 
有・無 

権利の内容 

設定権者名 

権利抹消予定時期 

・権利抹消の見込み（具体的に             ） 

整地の必要性 要・不要 ・整地済み ・整地後に取得 ・取得後に整地 

用

地

の

規

制

状

況 

開発許可関係 
※宅地指導課への相談 

有・無 相談日、担当者及び相談内容を別紙に添付すること（任意様式） 

農地転用関係 
※農業委員会への相談 

有・無 相談日、担当者及び相談内容を別紙に添付すること（任意様式） 

埋蔵文化財関係 
※市民文化スポーツ局

文化振興課への相談 

有・無 相談日、担当者及び相談内容を別紙に添付すること（任意様式） 

里道・水路 

里道 有・無 
・払下げ等の見込み（具体的に             ） 

相談日           担当者 

水路 有・無 
・払下げ等の見込み（具体的に             ） 

相談日           担当者 

その他の許可 要・不要 
内 容 

相談日           担当者 

各種関係法令の適合（当該施設の建設に支障がないか） 適 ・ 不適 

※ 該当箇所に○を記入又は  で囲むこと 

※ 施設建設に支障がないことを挙証する資料を添付すること(抵当権抹消契約書・関係部局との協議記録等) 

※ 建設用地が借地の場合は、担保承認についての所轄庁（設立準備会の場合は設立後の所轄庁）との協議記録 

を添付すること 
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様式２３ 

設置場所、敷地・周辺環境について 
 

種別等 周辺施設等の名称 距離 所要時間等 

１ 特別養護老人ホーム 
※近い順に 2 ヶ所以上 

○○園 約○○m 車・徒歩で約○○分 
△△苑   
   

２ 
その他介護・福祉関

係施設 
※比較的近いもの 

介護老人保健施設 ○○苑   
   
   

３ 協力医療機関 

○○病院   
○○歯科医院   
   

４ その他医療機関 
※比較的近いもの 

△△病院   
△△歯科医院   
   

５ 行政機関など 
○○市民センター   
○○区役所   
   

６ 公共交通機関 
※所要時間は徒歩で記載 

西鉄バス○○停留所   
ＪＲ○○駅   
   

７ 

その他最寄りのもの 
※介護施設として活用や

連携が期待できるもの 

※利便性が高いと思われ

るものや公園や緑地など 

○○ストア   
○○郵便局   
○○公園   
   
   
   

※ 「周辺施設等」は、同じ区域内に限らず、距離や所要時間で判断すること 

 
敷地・周辺環境等 内 容 

８ 住宅地との位置関係 

（例） 
・住宅地に囲まれており、地域の人が立ち寄りやすい場所である 
・住宅地から少し離れているが・・・・である 

９ 

敷地・周辺で注意が

必要な点・対応策 
 
※注意点・対応策を簡潔

に記載 

（例） 
【敷地】 
・敷地の３方向に住宅が接しており・・・に配慮する予定 
・敷地の一部に急な法面があるため・・・で対策をとる予定 
【周辺】 
・近くに用水路があるため・・・で対策をとる予定 
・交通量が多い道路に面しており・・・で対策をとる予定 

10 その他、敷地・周辺

環境の特徴など 

（例） 

【敷地】 
・敷地の２方向が道路に面しており、車や人の出入りが行いやすい 

・駐車場を○○台分整備予定であり、家族が訪問しやすい 

【周辺】 
・周辺道路は交通量が少なく、静かな環境である 
・その他、景観・周辺建物など 環境の特徴、魅力 

※ 周辺施設や環境の内容で欄が足りない場合は、別途追加すること 

63



（参考様式）土地を社会福祉法人が購入する場合の契約書（例） 
 
※新設法人の例 
 

 
土 地 売 買 契 約 書 

 
 [○○○○] （以下「甲」という。）と社会福祉法人 [○○会] 設立代表者 [○○○○] （以

下「乙」という。）は次のとおり売買契約を締結した。 
 
 第１条 甲は、社会福祉法人 [○○会] の設立が認可されたときは、特別養護老人ホーム [○
○○] の建設用地として、以下の財産を、所有権以外の権利に関する事項の全てを抹消の上、同

法人に売却することを約し、乙は、これを承諾した。 
 
   北九州市 [○○区○○○丁目○○番] 所在の土地 [○] 筆  ○○○○㎡ 
 
 第２条 甲は、前条による売却を、同法人設立後１週間以内に行わなければならない。 
 
 第３条 売買代金は、○○○○○円とする。 
 
 第４条 社会福祉法人 [○○会] の設立の認可が得られないときは、この契約は無効とし、こ

れにより損害が生じた場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。 
 
 第５条 この契約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議の上決定するもの

とする。 
 
 上記契約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名捺印の上各１通を所持する。 
 
 
    年   月   日 
 
 
                         甲 住   所 
 
                             氏   名                                  実印 
 
 
                         乙 住   所 
 
                             設立代表者 
                              氏   名                               実印 

 
 
（注）１ 設立代表者が贈与する場合は、職務代行者（設立代表者代理人）を選任すること 
      ２ 必ず本人が署名の上、実印を捺印し、印鑑証明書(原本)を添付すること 
   ３ 土地の表記は、登記簿謄本のとおりに記入すること 
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様式２４－１ 

地域住民等への説明状況一覧 

■隣接地権者への説明状況一覧 
番

号 
隣接地権者名 隣接地（地番） 

説明状況 
（日時・回数など） 

開設了承

の有無 
備  考 

1      

2      

3      

4      

5      

※ (No69)「字図（隣接地権者名を記載したもの）」と対応すること 

※ 隣接地権者の範囲は、道路や水路などを隔てた地権者も含むこと 

※ 地権者への詳しい説明状況は、地権者・説明日時ごとに分けて、(No72)様式２４－２「地域住民等への説明経過（隣

接地権者・地域住民）」に記載して添付すること 

 
■地域住民への説明状況一覧 
番

号 
地域住民名 隣接地（住所） 

説明状況 
（日時・回数など） 

開設了承

の有無 
備  考 

1      

2      

3      

4      

5      

※ 地域住民等への詳しい説明状況は、地域住民・説明日時ごとに分けて、(No72)様式２４－２「地域住民等への説明経

過（隣接地権者・地域住民）」に記載して添付すること 

 
■ 自治会・町内会等への説明状況一覧 
番

号 
自治会・町内会等の名称 

説明会等の開催状況 
（日時・回数など） 

賛同協力の

状況 
備  考 

1     

2     

3     

4     

※ 自治会や町内会等は、その区域がわかる資料を添付すること⇒(No70) 

※ 自治会等への詳しい説明状況は、説明日時ごとに分けて、(No73)様式２４－３「地域住民等への説明経過（自治会・

町内会等）」に記載して添付すること 
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様式２４－２ 

地域住民等への説明経過（隣接地権者・地域住民） 

 
■相手方の名称 
番号 隣接地権者名・地域住民名 隣接地（地番）・地域住民（住所） 

 
（「別紙一覧のとおり」等の省略は不可） 
 
 

 

 
■説明経過（第 ○ 回） 
 
１ 説明日時（必ず日時を記載すること） 
 
 
２ 説明場所 
 
 
３ 説明の相手方（地権者本人と異なる場合は、その関係も記載すること） 
 
 
４ 説明者 
 
 
５ 説明内容（具体的な内容を記載すること。また、配布資料があれば添付すること） 
 
 
 
 
 
６ 相手方の意見（個別の意見等、具体的な内容を記載すること。また、最終的に全員の賛同・了承が

得られているかどうかを明確に記載すること） 
 
 
 
 
 
７ 今後の予定 
 
 
 
 
 
    年  月  日 
 
            上記のとおり相違ありません 
 
            (仮称)社会福祉法人 [○○会] 設立代表者  [○○○○]   実印 
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様式２４－３ 

地域住民等への説明経過（自治会・町内会等） 

 
■相手方の名称 
番号 自治会・町内会や団体等の名称 備考 

 
（「別紙一覧のとおり」等の省略は不可） 
 
 

 

 
■説明会等の経過（第 ○ 回） 
 
１ 説明日時（必ず日時を記載すること） 
 
 
２ 説明場所 
 
 
３ 説明の相手方（主な参加者名・人数等も記載すること） 
 
 
４ 説明者 
 
 
５ 説明内容（具体的な内容を記載すること。また、配布資料があれば添付すること） 
 
 
 
 
６ 相手方の意見（個別の意見等、具体的な内容を記載すること。また、最終的に全員の賛同・了承が 

得られているかどうかを明確に記載すること） 
 
 
 
 
 
７ 今後の予定 
 
 
 
 
 
 
    年  月  日 
 
            上記のとおり相違ありません 
 
            (仮称)社会福祉法人 [○○会] 設立代表者  [○○○○]   実印 
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（参考様式）地域住民等の同意書（例） 
 
 

同 意 書 
 
 

(仮称)社会福祉法人○○会（設立代表者○○○○）が建設、開設を希望している特別

養護老人ホームの計画について、地元○○○○会（自治会・町内会等正式名称）が協

議を重ねた結果、賛同協力することにしましたので、下記のとおり自治会を代表して

自治会長が署名、捺印いたします。 

 
 
 
 
 
 

     年    月    日 

                住 所 

                氏 名   ○○自治会 

                会 長   ○○○○         印 

 
                             ※注意：氏名は自署すること 

 
 
 

 (仮称)社会福祉法人○○会 

   設立代表者  ○○○○  様 
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様式２５ 
 

協力医療機関等一覧 

 
番

号 
医療機関名 所在地 標榜診療科等 

内諾書の有無、協力体制など 

（自由記載） 

1     

2     

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

※ (No3)又は(No18)様式２－１、(No4)又は(No19)様式３－１、(No62)様式２３と整合すること 

※ (No76)「協力病院内諾書」及び(No77)「協力歯科医療機関内諾書」の住所、名称と一致すること 
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（参考様式）協力病院内諾書（例） 
 
 

協力病院内諾書 
 
 
 

  社会福祉法人○○会（設立準備会）が設置運営を希望している特別養護老人ホーム

「（仮称）○○○○○（施設名）」が開設された場合には、協力病院として、入所者等

の病状の急変等に対する処置及び入所者等の入院、休日、夜間等における対応に協力

することを確約します。 

 
 
 
 

       年    月    日 

 
 
 
 
 

                住  所 

                病 院 名 

                代表者名               印                          

 
 
 
 
 
 

   社会福祉法人○○会設立準備会 

      設立代表者  ○○  ○○  様 
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（参考様式）協力歯科医療機関内諾書（例） 
 
 

協力歯科医療機関内諾書 
 
 
 

  社会福祉法人○○会（設立準備会）が設置運営を希望している特別養護老人ホーム

「（仮称）○○○○○（施設名）」が開設された場合には、協力歯科医療機関として協

力することを確約します。 

 
 
 
 

       年    月    日 

 
 
 
 
 
                 住   所 

                 医療機関名 

                 代表者名                印                          

 
 
 
 
 
 
   社会福祉法人○○会設立準備会 

      設立代表者  ○○  ○○  様 
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様式２６ 
 

既存建物の活用について 
 

 特別養護老人ホームの公募に応募するにあたり、既存建物の活用を計画しており、開設

については、下記のとおり支障なく行えることを申立てます。 

 

記 
活用する建物について 

１ 建物の竣工年度    年   月   日 

２ 建物の所在地（地番）  

３ 応募時点での建物の所有者 （ふりがな） 
 

４ 応募時点での建物の権利設定の状況 □ 有（      ）  □ 無 
※有の場合、（ ）に権利名を記入すること。 

５ 応募時点での建物の用途区分  

６ 応募時点での建物の活用の有無 
□ 不活用     □ 活用中 
          （           ） 
※ 活用中の場合、（ ）に用途を記入すること。 

７ 建物を活用中の場合の状況  

 ① 不活用となる予定の時期    年   月   日 

 ② 現利用者の有無 □ 有     □ 無 

 ③ 現利用者への説明と同意の状況  

８ 建物の状態 

（耐火に関するもの） 
□ 耐火建築物     □ 準耐火建築物 

（耐震に関するもの） 
 □ 新耐震基準 

９ 特別養護老人ホームを開設するための

用途変更 □ 可能 

１０ 建築士等が点検した結果、改修等が 
必要な場合の状況（改修箇所、改修期 
間等） 

 

 ※ 「７ 建物の状態」の「準耐火建築物」とは、「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（厚生省令第４６

号）」に規定されているものであること 
※ 所在地（地番）、応募時点での建物の所有者等は、他の応募書類の内容と一致すること 

 
     年   月   日 
 
          住 所   
          氏 名  社会福祉法人 [○○会]  
 
               設立代表者                      実印 
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様式２７－１ 

既存建物の現利用者への説明状況一覧 

■説明状況一覧 
番

号 
現利用者名 

説明状況 
（日時・回数など） 

開設了承の有無 備  考 

1     

2     

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10     

11     

12     

13     

14     

15     

※ 現利用者への詳しい説明状況は、説明日時ごとに分けて、様式２７－２「既存建物の現利用者への説明経過」に記載

して添付すること 
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様式２７－２ 

既存建物の現利用者への説明経過 

 
■相手方の名称 
番号 現利用者名 

 
（「別紙一覧のとおり」等の省略は不可） 
 
 

 
■説明経過（第 ○ 回） 
 
１ 説明日時（必ず日時を記載すること） 
 
 
２ 説明場所 
 
 
３ 説明の相手方（現利用者本人と異なる場合は、その関係も記載すること） 
 
 
４ 説明者 
 
 
５ 説明内容（具体的な内容を記載すること。また、配布資料があれば添付すること） 
 
 
 
 
 
６ 相手方の意見（個別の意見等、具体的な内容を記載すること。また、最終的に全員の賛同・了承が

得られているかどうかを明確に記載すること） 
 
 
 
 
 
７ 今後の予定 
 
 
 
 
 
    年  月  日 
 
            上記のとおり相違ありません 
 
            (仮称)社会福祉法人 [○○会] 設立代表者  [○○○○]   実印 
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建築設計図について 
 
 
図面は以下の順に並べて提出してください。 
番

号 
図 面 様式・内容など 

1 敷地配置図 
・ A3 版、カラー不可 
・ 縮尺は 1/200・1/300・1/400・1/500 のいずれか 
・ 建物と敷地境界との距離を明示すること 

2 平 面 図 

・ A3 版、カラー不可 
・ 縮尺は 1/200・1/300・1/400 のいずれか 
・ 便器、洗面器等の設備機器を記載すること 
・ ベッド、椅子、ソファ、テーブル、収納、パーテーション、食器棚、冷

蔵庫等の家具・備品の配置を記載すること（点線で記載） 
・ 廊下幅を記載すること（手すりから計測） 
・ 面積基準がある居室、共同生活室等は、面積を記載すること（内法） 
・ 可能であれば、トイレ等に車椅子の回転直径 1.5m を記載すること 

3 立 面 図 
・ A3 版、カラー不可 
・ 縮尺は 1/200・1/300・1/400 のいずれか 

4 
居室間取り図 

（平面詳細図） 

・ A3 版、カラー不可 
・ 縮尺は 1/30 又は 1/50 
・ 内法で居室面積を記載すること 
・ 間取りが異なる居室はすべて必要 
・ 便器、洗面器等の設備機器を記載すること 
・ ベッド、収納等の家具・備品の配置を記載すること（点線で記載） 

＜図面作成にあたっての注意事項＞ 

○ 居室等の面積や必要な設備の有無などが「介護保険法」、「老人福祉法」に基づく設備基準等に適合

するとともに、「建築基準法」、「消防法」などの各種法令等に適合する必要があります。また、適合

すべき各種法令等には、「福岡県福祉のまちづくり条例」等も含まれるのでご注意ください。 

○ 図面については、市からの設計変更の要請によるものを除き、原則、公募選定後の変更は認められ

ませんので、あらかじめ関係法令等への適合についてご確認いだだくとともに、事業運営を開始した

際に、実際に建物を使用することとなる現場職員（看護職員・介護職員等）の意見を踏まえて作成し

てください。 

○ 併設事業がある場合は、その境界や専用部分、共用部分が一見して分かるよう記載してください。 

○ 敷地配置図については、敷地全体が A3 用紙 1 枚に入るよう作成してください。 

○ 平面図については、1 フロアが A3 用紙 1 枚に入るよう作成してください。 

○ 立面図については、1 階（又は地階）から最上階までが A3 用紙 1 枚に入るよう作成してください。 

○ 既存建物を活用する場合は、応募時点の建物についての図面（上記１～３）も提出すること。 
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※ 公募に関する応募状況、審査状況等については回答できません。 

公募に関する質問票 

 

【あて先】北九州市保健福祉局 介護保険課 施設サービス係 

ＦＡＸ ０９３－５８２－５０３３ 

サービス種類 

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 

 

発
信
者 

法人名  担当者名  

住所  

電話  ＦＡＸ  

質
問
内
容 
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